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一般財団法人 京都大学名誉教授 森下正明研究記念財団研究紀要 

第 6 号の発行にあたりご挨拶 
 

 森下正明財団紀要第 6 号の研究紀要の発行にあたり，ご投稿いただいた方々，また審査・編集をご担当いた

だいた方々に深く御礼を申し上げます。 私たち森下正明研究記念財団は，森下正明の研究精神を引き継ぎ、こ

の研究紀要が観光学，経営学分野を中心に幅広い学問分野において世界に向けて大きく発信できるよう，努力し

たいと考えています。皆様方の変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。2021 年からは J-STAGE に

も掲載を開始し、よりこの紀要にアクセスしやすいようにしました。一昨年から続く COVID-19 による世界的

なパンデミックは学術にも大きな影響を与えています。その救世主ともなりうる mRNA ワクチンの開発は、長

年の基礎研究に支えられています。生前、森下が「私のやっている研究は基礎研究で、特にすぐに役に立つ研究

ではないが、基礎研究なしに応用研究はない、そして社会への貢献はありえない」と言っていたのを、私の心に

刻まれているのを思い出しました。 

 一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団は学際的な活発な議論の場として今後も学術的活動の

続けていきたいと思います。今後ともご協力とご支援のほど、よろしくお願いいたします。 

 

 
 
一般財団法人 
京都大学名誉教授 森下正明研究記念財団代表理事 
 

博士（経済学）丸山 政行 
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Kyoto University Professor Emeritus Foundation 

A Message upon the publication of the 6th issue of the Masaaki Morisita 

Research Memorial & Foundation Journal 

 

   With the publication of the 6th issue of the Masaaki Morisita Research Memorial & 

Foundation Journal, we would like to express our gratitude to all those who published, 

researched and edited. We at the Masaaki Morisita Research Memorial & Foundation intend 

to continue the research spirit of Masaaki Morisita, and hope that this journal in the fields of 

tourism and business management will be disseminated to the world. We appreciate your 

continued support. Posted on J-STAGE from 2021, this journal is made easier to be accessed. 

The global pandemic of COVID-19, which has continued since the year before last, has had a 

great impact on academics. The development of an mRNA vaccine that can be its savior is 

supported by many years of basic research. During his lifetime, Morisita said, "My research 

is basic research, not particularly useful research, but there is no applied research without 

basic research, and there can be no contribution to society." I remembered that it was 

engraved in my heart. 

   The Kyoto University Professor Emeritus Masaaki Morisita Research Memorial & 

Foundation, Professor Emeritus of Kyoto University will continue its academic activities as a 

place for lively interdisciplinary discussions. We look forward to your continued cooperation 

and support. 

 

 

Kyoto University Professor Emeritus Masaaki Morisita Research Memorial & Foundation 

 

Director 

Masayuki Maruyama, PhD, Economics 
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【 論 文 】 

日本における通訳ガイドの現状と課題 
Current Status and Issues of Interpreter-guides in Japan 

 
村上 彩実* 

Ayami Murakami 
 

【要 旨】 

 訪日外国人旅行者を対象に観光名所等を外国語で案内する通訳ガイドは、訪日の満足度を左右する大きな要因

の一つである（Parakash and Chowdhary, 2010; アトキンソン，2015）。日本の通訳ガイドは、国家資格を持つ

通訳案内士により市場が独占されてきたが、段階的な緩和措置により、資格を持たない人々もその市場へ参入す

ることが可能になった。これにより、高い語学能力に依存した通訳ガイドはそのサービスのあり方を検討しなく

てはならない。本稿は、通訳ガイドの役割、歴史、課題に関する先行研究整理した。その結果、外国語を用いた

通訳案内以外にも多岐にわたる社会的役割があるものの、通訳案内士は地域的・言語的偏在や労働条件などをは

じめとする課題が散見されることがわかった。これらを解決し、今後の通訳ガイドはそのサービスのあり方につ

いて十分に検討する必要性がある。 
 
キーワード：通訳案内士、通訳ガイド、通訳ガイドの役割 
 

1. はじめに 

 日本では、2003 年のビジット・ジャパン事業の開始以降、国の成長戦略の一環として訪日外国人旅行、すな

わちインバウンドが推進されてきた。FIT（個人旅行者）やリピーターの増加からインバウンド市場は成熟し、

訪日外国人旅行者を地方への分散や、地域独自の文化や産業の体験・交流などを重視した「コト消費」への移行

が注目を集めた。このように、訪日旅行は量から質へと展開し始め、顧客に高付加価値を提供する観光サービス

が求められている。 

 その中の一つが、通訳ガイドである。通訳ガイドは、適切な資格を所有する者が地域の観光名所に案内し、外

国語を用いてその説明を行うことが求められている1。さらに、顧客と訪問地を繋ぐコミュニケーション的媒介

機能（Cohen, 1985; Ap and Wong, 2001）や、訪日旅行経験を左右する要因ともされている（Parakash and 

Chowdhary, 2010; アトキンソン，2015）。また、通訳ガイドのパフォーマンスが商品価値を高める要因でもあ

ることから（富川, 2007）、通訳ガイドが担う役割は、旅行、社会、そして経済において大きいといえる。 

 日本の通訳ガイドは、国家資格を有する通訳案内士がその市場を独占していた。試験の免除制度などの効果も

あり、十分な数の通訳案内士を輩出してきたが、急増する訪日外国人の需要に対応するために段階的緩和措置が

行われてきた。そして、2018 年には、通訳案内士の「業務独占規制の廃止」が施行され、資格を持たない者で

も報酬を得てガイド業を行えるようになった（観光庁, 2017）。これにより、通訳ガイドの市場の競争は激化す

ることが予測される。高い語学力以外の方法で差別化を行わなければならなくなる。 

 しかしながら、通訳ガイドに関わる課題は山積している。労働条件の改善、能力強化を目的とした研修制度の

 
* 追手門学院大学国際教養学部講師 Lecturer, Faculty of International Liberal Arts, Otemon Gakuin University 
1 World Federation of Tourist Guide Association (WFTGA) “What is a Tourist Guide?” http://www.wftga.org/tourist-
guiding/what-tourist-guide. 
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充実、そしてマネジメントに関わる研究が十分になされていないことが挙げられる。これらの課題が通訳ガイド

のパフォーマンスを低下させる要因となり、高い顧客満足度の実現を逃しているのが現状であるといえる。 

 通訳ガイドには、顧客の旅行体験を豊かにし、観光の商品価値を高める機能があることから、通訳ガイドのマ

ネジメントは、訪日外国人旅行市場の発展のみならず観光産業の成長へと寄与すると考える。本稿は、通訳ガイ

ドの現状と課題を整理し、今後通訳ガイドが発展していくための方向性を示唆するものである。また、本稿で取

り上げる通訳ガイドとは、旅程管理などを行うツアーコンダクターではなく、地域の観光資源などに同行し、外

国語を用いて説明および案内をする業種を対象とする。 

 本稿の構成は以下の通りである。第一章は、現代における通訳ガイドの役割が旅行の変化とともに発展してき

た歴史的経緯および通訳ガイドの重要性を明らかにする。第二章では、訪日外国人旅行者の受け入れ強化策とし

ての日本の通訳案内業法改正に至る経緯と通訳ガイドの現状について整理する。そして、第三章では、通訳ガイ

ドが抱える課題について検討する。 

 

2. 通訳ガイドの役割 

 通訳ガイドには、様々な役割がみられる。人々の旅行経験が豊富になり、ニーズが多様化したこと、さらには

通訳ガイド業のサービスが発展してきた歴史とともに変化している。本章では、通訳ガイドの役割に関する先行

研究を整理する。 

 World Federation of Tourist Guide Association (WFTGA)2は、通訳ガイドの役割について以下のように定義

している。 

 

ガイドは、訪問者が選択する言葉を用いて案内し、地域の文化や自然の遺産などについて説明する。そして、通

例適切な機関によって発行または認められた地域に特化した資格を所有している。 

 

上記の定義からは、通訳ガイドは、適切な資格を所有する者が外国語で地域の観光名所に案内し、説明すること

が主たる役割であることがわかる。 

 また、全日本通訳案内士連盟は、通訳ガイドの役割について、「民間外交官」と表し、「外国語を使って外国人

に付き添い、日本についての案内をする」ことを通訳ガイドの役割としている。さらに、具体的な通訳ガイドの

役割として、ガイディング、添乗業務、旅の演出家の 3 つを挙げている。ガイディングは、訪日外国人旅行者の

視点に立ち、日本についての説明をすることである。訪日外国人旅行者が興味を持つと想定される事柄や、ガイ

ドブックなどからは得ることのできない情報を説明する必要がある。添乗業務は、利用する交通機関や食事場所

などの予約の確認および変更業務を指す。さらに、旅行者の病気や怪我などのトラブル対応も求められる。旅の

演出家は、訪日外国人旅行者のニーズに応じた説明や対応を臨機応変に変えながら、旅を演出する者なのである。

 
2 正式な日本語名称はない。  
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話題や話術を工夫し、旅行者を楽しませることができるエンターテイメント力が求められる3。 

 上記のように、現代の旅行に求められる通訳ガイドの役割や動態は、歴史的に見ると大きく変化しており、そ

の役割が発展した文化的背景が要因であると考えられている。現代の旅行におけるガイドの役割が発達した起源

は、17-18 世紀のグランドツアー4であり、19 世紀以降にその役割を十分に活用した観光業が発達したと考えら

れている（Cohen, 1985）。Tilden（1957）は、通訳ガイドの役割は interpreter（解説者および通訳者）であり、

その役割は旅行者に対する教育活動であると捉えることができる。通訳ガイドは、旅行者が知見したり、活動し

たりすることへの意味や関係性を明確にする役割を担っているのである。また、Holloway (1981)は、通訳を

information giver（情報提供者）としている。ここで特筆すべきは、通訳ガイドは歴史などのストーリーを単に

外国語で「話す」ことが主な役割ではなく、むしろ訪問地を的確に解釈し、状況に応じて出来事や活動に生命を

吹き込むことが重要である（Prakash and Chowdhary, 2010）。 

 また、Cohen (1985)は、通訳ガイドはハイレベルな専門技術と現地の文化に関する徹底的な知識が必要である

と主張する。さらに、ガイドは外国の文化の違和感を訪問者に慣れ親しんだ文化的表現で通訳することが重要で

あることを主張している。その上で、Cohen は二つの主な役割について言及している。ひとつは、path finder

（先導者）である。path finder には、非公開の領域へ進入する方法を提供する役割がある。もうひとつは、mentor

（指導者）である。mentor には、洞察、悟り、または高位な精神状態に導く役割がある。このように、mentor

の役割には、知的かつ宗教的な役割を起源として持つ。また、mentor の役割には、1）旅程の選定、2）的確か

つ詳細情報の普及、3）見物や経験できることへの解説、そして 4）嘘の情報をあたかも本当のように解説する

“捏造”、の 4 つの特徴が見られることが明らかになっている。このように、mentor には、不慣れな旅行者を導

く役割として機能していたことから、説明しながら各所を案内するガイディングに加え、添乗業務、またエンタ

ーテイメントを提供する役割であったことがわかる。 

 従来の通訳ガイドは、案内する場所や説明内容を含む旅程の選定を独自に行い、顧客はそれを受け入れる構図

であった。しかしながら、人々の旅行経験が豊富になり、ニーズが多様化したことから、通訳ガイドの役割は複

雑化していった。とりわけ、顧客との関係性を意識した通訳ガイドが重視され、その役割として Pond（1993）

は通訳ガイドの役割を以下の 5 つに分類する。 

 

1. 責任を負うことができるリーダー 

2. ゲストが訪れる場所を理解するのを助ける教育者 

3. おもてなしを提供し、訪問者が再訪問したくなるホスト 

4. ゲストにとって快適な環境を作り出すことができるツアーマネージャー 

5. 上記 4 つの役割を果たす方法とタイミングを熟知しているファシリテーター 

 

 
3 協同組合全日本通訳案内士連盟「通訳ガイドとは」https://jfg.jp/licensed-guide/ 
4 17-18 世紀のイギリス貴族の子弟たちに遊学させる大規模な国外旅行（日下 , 2020; 79 頁）  
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上記の 1 から 4 は、主たる役割となる Cohen の mentor と同様であると捉えることができるが、5 の「ファシリ

テーター」は、訪問者の旅行を「促進する者」という新たな役割が誕生したといえる。この促進者に類似してい

るのが、mediator（仲介者）である。Ap and Wong (2001)は、mediator には 2 つの仲介的役割があると主張す

る。ひとつは、訪問者と訪問地の人々をつなぐ役割である。訪問地に関する情報を与え、訪問者自身が学び、結

論づけるプロセスをサポートする役割がある。もうひとつは、異なる文化的背景を持つ人々をつなぐ役割である。

対立を減らしたり、変化を生み出したりすることを目的とし、異なる文化的背景を持つグループや個人間を橋渡

しし、結び付け、仲介する行為を指す。つまり、通訳ガイドは、案内する地の魅力や文化についての知識と理解、

そしてコミュニケーションスキルを通じて、観光客の訪問を単なる「案内」から「体験」に変える役割を担って

いるのである。これを、mediation model（仲介モデル）とし、通訳ガイドを伴う観光サービスを発達させるき

っかけとなった。 

 しかしながら、mediation model は、通訳ガイドの役割の限界が指摘されている。通訳ガイドは、全ての観光

客を満足させることによって、対立を減らしたり、変化を生み出したりすることは不可能であり、利他的でない。

むしろ、通訳ガイドの役割には、人的ネットワークの形成、関係の独占、手数料の操作、サービス・エンカウン

ターなどにより、顧客満足度を向上させ、利益を還元することを含む、新たなビジネスモデルなのである

（Parakash and Chowdhary, 2010）。 

 また、通訳ガイドは観光商品の価値を高める効果もある。富川（2007）は、京都府福知山市でモデルツアーを

実施し、参加者からのアンケート結果を基に商品価値を高める観光資源について調査した。その結果、寺社およ

び自然と人文の複合資源に対して、ガイド付き観光の効果が特に高いことがわかった。知名度が低い観光資源に

ガイド付きツアーとして商品化することで、地域に利益をもたらすことが明らかになった。日本人には有名な観

光資源であっても訪日外国人旅行者にとっては、全くの未知な対象であるといえる。したがって、商品価値を高

めるためには、通訳ガイドは非常に重要な役割であることがわかる。 

 以上をまとめると、通訳ガイドは、訪日外国人旅行者に同行し、通訳案内を行う役割を指す。その役割には、

観光地などの案内および説明を通して、旅行者の旅行体験を豊かにし、観光客の訪問地に対する理解を促進させ

る仲介役を担っている。また、通訳ガイドの説明には、情報を与えるだけでなく、エンターテイメントに富んだ

パフォーマンスが求められ、顧客満足度や商品価値を高める重要な役割であるといえる。 

 

3. 日本における通訳ガイドの現状 

 日本では、2018 年までは、語学関連で唯一の国家資格である通訳案内士5が、外国人に付き添って外国語で旅

行に関する案内、いわゆる通訳案内（以下通訳ガイド）を有償で行うことが認められていた。しかしながら、課

題が山積し、急増するインバウンド市場への対応が不十分なことから、その法規制が段階的に緩和され、ついに

2018 年に業務独占規制が廃止された。本章では、その背景について整理する。 

 
52018 年の法改正に伴い、有資格者の通訳案内士は「全国通訳案内士」へと名称が変化した。  
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 1949 年に通訳案内業の健全な発達とインバウンド観光促進に向けて、通訳案内業法が制定された。これによ

り、通訳案内業を営もうとする者は、運輸大臣（現国土交通大臣）により実施されている通訳案内士試験に合格

し、都道府県知事の登録を受けなければならない。通訳案内士は、外国語関連の唯一の国家資格であり、日本政

府観光局（JNTO）が事務代行機関として試験の実施を行っている。試験は年に一回実施され、筆記試験および

口述試験がある。筆記試験科目は、外国語、日本地理、日本歴史、産業、経済、政治及び文化に関する一般常識、

通訳案内実務である。外国語の筆記試験は、通訳案内士の業務を適切に行うために必要な読解力、日本文化等に

ついての説明力、語彙力等の総合的な外国語能力が問われる。外国語は英語、フランス語、スペイン語、 ドイ

ツ語、中国語、イタリア語、ポルト ガル語、ロシア語、韓国語に加え、2006 年より追加されたタイ語の 10 か

国語である。また、日本地理、日本歴史及び一般常識の筆記試験は、外国人旅行者向けの観光資源に関わる地理、

歴史、産業、経済、政治、文化についての基礎的な知識が問われる。通訳案内実務の試験では、基礎的な法令、

旅程管理の実務、訪日外国人旅行者の国別・文化別特徴、並びに災害発生時等における応急的な医療対応や危機

管理に関する知識が問われる。一方、口述試験では、総合的な外国語運用能力に加え、日本の観光地等に関連し

た地理、歴史、産業、経済、政治、文化を外国人旅行者に説明できる能力が問われる。また、外国語、日本歴史、

一般常識の試験は、検定協会等が実施する試験の合格者は免除される制度もある6。 

 通訳案内士の受験者数、合格者数、合格率は図 1 が示す通りである。2014 年から先述の試験免除制度が導入

され、受験者数が増加したと考えられる。一方、2018 年の施行された業務独占規制の廃止に伴い、受験者数は

減少したことが窺える。2019 年度の通訳案内士試験には 618 人が合格し、2020 年 4 月 1 日時点で、全国通訳

案内士としての登録者数は 26,077 人である。 

 

図 1 通訳案内士の受験者数・合格者数・合格率 

 

出典）日本政府観光局（JNTO）のデータを元に筆者作成 

 
6 日本政府観光局（2020）「全国通訳案内士試験ガイドライン」  
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 通訳案内士に加えて、インバウンド対応の需要を強化する策として新たに導入されたのが、「地域限定通訳案

内士」と「総合特区通訳案内士」である。地域限定通訳案内士は、2006 年に施行され、地方自治体が定める試

験に合格すると、その特定の地域のみでのガイド業の資格が与えられた。そして、総合特区通訳案内士は、

2011 年に制定され、一定の語学力を有する者が特定の地域で行われる研修を修了すれば、その地域でのガイド

業が認められるようになった7。このように、国家資格を持たない通訳ガイドを増加させることにより、より多

くのインバウンドの需要に応えようとする政策的意図があった。 

 しかしながら、通訳ガイドには課題が山積していた。真子（2016）はこれらの問題を、1）通訳案内士の地

域的・言語的偏在、2）通訳案内士の就業条件、3）無資格ガイド、4）試験制度、5）ガイド資格の多様化に分

類する。 

 第一に、通訳案内士の地域的・言語的偏在は、観光庁（2014）が「通訳案内士の就業実態等について」で明

らかにしている。その調査結果によると、東京（30.3%）・神奈川 (13.1%)・大阪 (8.7%)などの主要な観光地に

ガイドの登録者が集中していることがわかる8。その一方で、地方においては通訳ガイドの仕事自体が不足して

いる状況であった。また、登録者の約 70％が英語ガイドであり、訪日外国人旅行者の約 70％を占める東アジ

ア諸国のインバウンド市場に対応していないことがわかる9。 

 第二に、通訳案内士の就業条件においては、年間稼働率の低いことから十分な収入獲得につながらず、未就

業者が多く存在している。観光庁（2014）が調査した結果によると、通訳案内士の資格を活用して業務を行な

った年間就業回数は、約 40％が 10回以下である。また、就業者の年収割合は、100万円以下が約 46％を占

め、約 75.7％が未就業であることが明らかになっている。その多くの要因が、一定の収入が見込めないことに

起因する。高井（2011）によると、都市部では通訳ガイドの数が飽和状態にあり、通訳ガイドとして登録はし

ているものの、未就業である者が多いことが指摘されている。不安定な就業条件から、低所得者および未就業

者を多く輩出し、資格保有者を有効活用できていないことがわかる。 

 第三に、無資格ガイドの問題も挙げられる。無資格ガイドとは、インバウンドの旅程に同行する添乗員が無

資格で業務行っているガイド（いわゆる闇ガイド）を指す10。これらのガイドが有資格者の業務を圧迫してい

る可能性も示唆されている11。また、キックバックを前提とした土産物店への連れ回しや、高額な商品購入の

勧誘活動等が報告されていることから（観光庁 2017）、日本に対するイメージを損なう危険性もある。この背

景には、悪質な無資格ガイドの取り締まりが不十分であり、改善が要求されている。 

 第四に、試験制度に関しては、通訳ガイド業の実用性が低い問題や難解かつ日常的に使用されない語彙など

が出題されており、合格率を低くする要因であると指摘されている（高島 2016、竹野 2018）。その解決策とし

 
7 2018 年の法改正に伴い、地域限定通訳案内士と地域特例通訳案内士は「地域通訳案内士」へと名称が変化した。  
8 有効解答数は 11,477 件である。  
9 観光庁（2020）  
10 真子（2016）  
11 観光庁（2009）3 頁  
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て、試験科目を免除する制度が設けられ、外国語科目や一般常識の科目は外部試験の成績に応じて一次試験の

受験科目を減らすことにより、合格率を向上し、インバウンド対応の需要を増やすことを図った。しかしなが

ら、試験自体の妥当性が検討されない限り、資格保持者の質が問われざるを得ないことから、試験問題の見直

しが要求される。 

 最後に、ガイド資格の多様化については、前述の通り、通訳案内士の他に地域限定通訳案内士と特例通訳案

内士、さらにはボランティアガイドも存在する。アトキンソン（2015）は、通訳ガイドは顧客の旅行経験や訪

問する地域の印象を大きく左右する要因になり得ることから、ボランティアガイドではなく、優秀な有償通訳

ガイドの拡充が必要不可欠であるとしている。 

 2008 年に行われた「通訳案内士のあり方に関する懇談会」では、「旅行においては、通訳案内士の質、業務

の問題が高いウェイトを占め、旅行満足度を左右する。商品の価値を高めるために、通訳案内士の問題は重要

なファクターである」12と定めている。その上で、高度な資質を持った通訳案内士の育成と多様な顧客のニー

ズに対応するための策として、通訳案内士の資格を持たない者でも報酬を得て通訳ガイド業を営むことを許可

することが示された。 

 そして、観光庁は「通訳案内士法及び旅行業務法の一部を改正する法律」で 2018 年 1月 4 日以降は、通訳

ガイド業の業務独占規制が廃止され、資格を有さない者でも報酬を得て通訳ガイド業を行うことが可能になっ

たことを発表した。これにより、実質のガイド業の自由化となり、より多様なニーズに対応することや地方で

のインバウンド観光促進が期待されている。表 1 は、通訳ガイドの種類についてまとめたものである。 

 

 

表 1 全国通訳案内士、地域通訳案内士、資格なしの資格・条件等および役割の比較 

 資格・条件等  役割  

全国通訳案内士  
全国通訳案内士試験（国家試験）の合格

後、全国の都道府県での登録  
日本全国の登録した都道府県で報酬を得

て通訳案内をする  

地域通訳案内士  
特定の語学力、自治体が独自に定める

試験の合格、研修受講等  
（国家試験の受験の必要なし）  

外客来訪促進計画を策定した地域（都道

府県）で報酬を得て通訳案内をする  

通訳案内資格  
なし  

特定の語学力、旅行関連資格、登録先

（企業等）が定める試験の合格や研修

受講等  
雇用先からの収入を得て通訳案内をする  

出典）筆者作成 

 

 このように、2018 年の法改正に伴い、全国通訳案内士、地域通訳案内士、そして資格を持たない者でも通訳

ガイドサービスを展開できるようになった。これにより、訪日外国人旅行者の需要に対する供給を充実させる

期待が寄せられている。また、通訳案内士が抱えていた地域的偏在や言語的偏在などの問題を解決する糸口に

 
12 観光庁（2009）2 頁  
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なることが予期される。 

 

4. 通訳ガイドの課題 

 先述の通り、通訳ガイド業の業務独占規制が廃止され、通訳案内士の資格を有しないものでも通訳ガイドサー

ビスを展開することが可能になった。これにより、通訳ガイドの数を確保することは可能になると考えられるが、

その質を管理することが必要となる。本章では、通訳ガイドが抱える課題の整理を行い、通訳ガイドサービスを

発展させる上でどのような仕組みが必要なのか議論する。 

 第一に、通訳ガイドの労働条件の改善が課題となっている。Ap and Wong (2001）は、通訳ガイドの主な懸念

は、季節要因、フリーランス、アルバイトにより、見通し、水準、収入が低い結果を生む悪循環を及ぼしている

ことであると主張する。同様に、先述の観光庁（2014）によると、通訳ガイドは年間稼働率の低いことから十分

な収入獲得につながらず、未就業者が多く存在することが明らかになっている。また、通訳ガイドの主な受注方

法としては、旅行会社に登録（54.1％）、業界団体からの照会（41.1％）、人材派遣会社に登録（31.6％）であり、

自ら営業受注している割合は低いことが明らかになっている。しかしながら、先述の通り、通訳ガイドの役割は

多種多様あり、複雑化している。それらの役割に加え、営業活動などを一手に行うことは困難を極める。したが

って、通訳ガイドをマネジメントする企業や団体なしでは、通訳ガイドサービスを展開していくことは難しいと

考える。 

 通訳ガイドの役割は多様化および複雑化しているものの、ガイドの仕事自体は大きな問題ではなく、むしろ主

な懸念は不健全な業界の慣行にあるという。Ap and Wong (2001)は、香港のツアーガイド、そして Mak, Wong, 

Chang (2010)は、マカオの通訳ガイドが直面している問題と課題を特定した。どちらにも共通した問題として、

業界の不健全な慣行が通訳ガイドのサービスパフォーマンスの低下を招いているという。ツアーの旅程は旅行会

社などの経済的目的であり、ツアー発注者が旅程を決定する。そして、通訳ガイドの報酬はツアーの手数料に大

きく依存していることが問題なのである（Ap and Wong, 2001）。イギリスや中国では、通訳ガイドが手数料や

チップを受け取る習慣があり、ガイドの報酬の約 4 割を占める13。しかしながら、日本では顧客とのチップ等の

直接的な金銭授受の風習はなく、通訳ガイドの報酬は仕事の発注先である旅行会社などが決定する旅程次第であ

る。したがって、業務内容と報酬が見合っていない場合も多々あり、通訳ガイドのパフォーマンスを低下させる

要因となるのである。 

 第二に、通訳ガイドの能力強化に関する課題が挙げられる。資格を持たない者でも通訳ガイドを行うことが可

能になったことから、その質を保証することが求められる。Ap and Wong (2001)は、通訳ガイドが顧客の満足

度を促すために必要な能力として、刺激的かつ面白い方法での案内地の解釈、明確に定義された文化および地理

的場所でのオペレーション、そして専門的な言語知識が求められると主張する。 

 そこで必要なのは、ガイドの能力向上を目指した研修である。研修の必要性については、国内外で指摘されて

 
13 Ap and Wong (2001) 557 頁  
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いる（Ap and Wong, 2001; Parakash and Chowdhary, 2010; Mak, Won, Chang 2010；観光庁，2010）。諸外国

では、通訳ガイドの資格を付与されるには、実務研修と通訳案内士試験の合格が必須である。高島（2016）は、

54 の国や地域の通訳ガイドの資格付与の仕組みについて調査を行った。フランス、中国、イタリアでは、指定

の観光系大学や専門学校で研修が行われる。フランスでは、年間 600 時間の講義と 8 週間〜12 週間の実地研修

を受ける必要がある。そして、特筆すべきは通訳ガイドの質は点数で表されることである。イギリスでは、毎年

一定以上の点数を維持することで通訳ガイドの資格を保持できる仕組みである。「自己啓発」「関連コース・ガイ

ドツアーへの参加」「機関認定コースへの参加」「学習者の補助」「会議・展示会・イベントへの参加・業務」等

のカテゴリーで加点される。一方で、中国では減点方式が用いられ、持ち点 10 点から「業務中の喫煙（2 点）」

「ガイド証不携行（4点）」「旅行者に暗示的な方法でチップを要求する行為（6点）」「断毒的な旅程変更（8点）」

「旅行者に被害や損失を発生させる行為（10点）」等の項目により点数が定められている。 

 日本では、2018 年より研修制度が導入され、全国通訳案内士試験の合格者は 5 年毎に観光庁が指定する機関

にて研修を受けることになっている。一般社団法人日本観光通訳協会は、全国通訳案内士14の資格取得者に対し

て研修などの支援を行っている。具体的な内容は、新人向けおよび正会員向け業務研修、就業案内、広報宣伝活

動を実施している。旅行会社等との接点の機会を設けたり、業務を斡旋するなどの取り組みを行っている。また、

全国通訳案内士は登録研修期間研修の受講が義務付けられている。観光庁が登録した研修機関の各機関が定める

研修を 5 年ごとに受講しなければならない。本研修は、2020 年 4 月より順次開始されており、旅程管理の実務

や災害時の対応等通訳案内士の実務において必要な知識について研修が行われている15。全国通訳案内士が研修

の受講を怠った場合には登録が抹消されることはあるものの、資格の更新制度は設けられていない。 

 一方で、地域通訳案内士は、全国通訳案内士とは異なり、研修受講の義務はない。一般的には、地域通訳案内

士として登録するための認定研修は行われている。本研修の内容と時間は、自治体により異なる。本研修を受講

後、効果測定として口述試験等が行われ、合格者は認定に至る。しかしながら、各自治体が登録者を対象に研修

を行なっているかどうか、またどれくらいの頻度および時間、研修を行なっているのかは定かではない。しかし

ながら、広島県では「自主研修」を無料で受講できるようにしていたり16、京都市では 5 年ごとの再登録手続き

が求められるように、定期的な研修を義務付ける自治体も存在する17。 

 資格を有しないガイドにおいては、企業や団体で独自の研修が行われるが、観光サービス産業は慢性的な人材

不足が懸念されることから、その研修は十分に行われていない可能性がある。厚生労働省（2017）「能力開発基

本調査」によれば、ホスピタリティ産業では約 7 割の企業が能力開発や人材育成に関して問題を抱えている。調

査の結果、「指導する人材が不足している」（54.2％）が最も多く、次いで「人材育成を行う時間がない」（49.5％）、

「人材育成をしても辞めてしまう」（47.8％）の順に多くなっている。このように、人材をマネジメントできる

 
14 2018 年の法改正以降、通訳案内士の呼称が「全国通訳案内士」に改められた。  
15 観光庁「通訳ガイド制度」https://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/tsuyaku.html 
16 一般社団法人ひろしま通訳・ガイド協会「HIGA 通訳案内研修について」https://www.j-higa.net/seminar/ 
17 京都市観光協会「京都市認定通訳ガイド（京都市・宇治市・大津市地域通訳案内士）第 5 期研修受講生の募集について」

https://www.kyokanko.or.jp/news/20190917/ 
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中間層の人材が不足していることは明らかである。観光庁（2010）「通訳案内士制度のあり方に関する中間報告

書」では、VIP や富裕層向けのガイドサービス拡充のためのガイドの準備が必要だとしている18。顧客のニーズ

に応じて上質なサービスを提供できる人材を育成するには、充実した研修制度は必須であるが、現状ではその実

現性が低いといえる。 

 そして最後に、通訳ガイドのマネジメントに関する研究が非常に少ないことが挙げられる。通訳ガイドに求め

られるサービスやその質に関する研究は、日本ではほとんど行われていない。とりわけ、通訳ガイドに求められ

るサービスの種類について明らかにする必要がある。例えば、ツアーに参加する顧客が通訳ガイドに求めるサー

ビスは常にどのような状況でも同一であるとは限らない。観光地などに関する情報を求める教養の深化を目的と

したサービス提供を求める顧客もいれば、エンターテイメントに富んだ体験を求める顧客もいるだろう。旅行市

場が成熟する中で顧客が通訳ガイドに求めるサービスの要素や種類について整理する必要がある。 

 また、サービス提供中の関与が商品価値や顧客満足度をどのように変化させるのか、顧客のニーズに合わせた

サービスのカスタマイズする判断の余地等に関する研究も必要である。通訳ガイドは、訪問地や旅行そのものに

対する満足度を左右する存在であることから、顧客とのコミュニケーションやサービス提供プロセスなども整理

する必要があるといえる。 

 そして、通訳ガイドの人材育成に関する研究は、喫緊の課題である。顧客満足度を意識したサービスを提供可

能な通訳ガイドの育成も必要であるが、通訳ガイドのマネジメントを行う人材が最も求められているといえる。

本課題は、観光産業全般における課題であり、とりわけ通訳ガイドは通訳案内士が通訳ガイドの市場を独占して

いたことから、新しいビジネスの体系や仕組みを構築する必要がある。そして、それを達成するにはマネージャ

ークラスの人材の育成が必要不可欠であるといえる。 

 

5. まとめと今後の課題 

 本稿は、通訳ガイドの役割と日本の通訳ガイドの現状と課題について整理した。第一章では、現代における通

訳ガイドの役割が旅行の変化とともに発展してきた歴史的経緯および通訳ガイドの重要性について整理した。第

二章では、訪日外国人旅行者の受け入れ強化策としての日本の通訳案内業法改正に至る経緯と通訳ガイドの現状

について明らかにした。そして最後に、第三章では、通訳ガイドが抱える課題について検討した。 

 通訳ガイドは、通訳案内士制度の改正を機に、大きなビジネス転換が余儀なくされた。従来の通訳ガイド市場

は、国家資格を持つ通訳案内しに独占されてきたが、幅広い訪日外国人旅行者のニーズに対応するために、段階

的に緩和措置が取られ、資格を持たない者でも通訳ガイド業務を行えるようになった。これにより、通訳ガイド

の市場は激化することが見込まれており、企業や団体は差別化を図るための手法を検討せざるを得なくなった。

加えて、通訳案内士は、高度な語学力に依存したサービスを展開してきたが、高い顧客満足度を実現するための

人材育成や活用の方法についても検討が必要である。 

 
18 観光庁（2010）5 頁。  
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 本稿は、通訳ガイドの現状と課題の整理にとどまるため、今後は観光ホスピタリティ産業の業種等から応用可

能なビジネスモデルや通訳ガイド独自に必要なビジネスモデルの検討を行いたい。今後の課題とする。 
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【Abstract】 

An interpreter-guide who guides foreign tourists in Japan is one of the major factors that influence the 

satisfaction level of foreign tourists visiting Japan (Parakash and Chowdhary, 2010; Atkinson, 2015). The 

market for interpreter-guides in Japan had been dominated by National Government Licensed Guide 

Interpreters. However, gradual mitigation measures have allowed unlicensed interpreter-guides to enter 

the market. As a result, interpreter-guides who relied on high language proficiency must consider the value 

of them and guided tours. This article reviews the roles, history, and challenges of interpreter- guides. It 

was found that they have various social roles other than interpreting and guiding. It was also found 

interpreter-guides have problems such as regional and linguistic uneven distribution and work conditions. 

It is necessary to fully consider how the interpreter-guides in Japan should be. 
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【 論 文 】 
 

Exploring factors shaping the decision roles of family vacations:  
A multi-level perspective 

 
Yi-Fang Lan* 

 

【Abstract】 

   The topics about decision-making process are critical to family vacation studies. However, typical research 
suggesting joint-decision style over simplified the settings in decision-making units. The purpose of this literature-
oriented study is to induce factors that determine the distribution of decision roles and propose a summary demonstrating 
how the decision roles of family vacations are influenced. This provides interested parties guidelines for more empirical 
research. Sociocultural/ideological characteristics, household characteristics and travel characteristics are identified as 
antecedents for alternative styles of overall or sub-decisions of family vacation. This approach integrates the literature on 
family vacations and cross-cultural studies, provides a more comprehensive framework for gaining insight into the 
relevant phenomena and suggests opportunities for further development. 
 
Keywords：Family vacation, Distribution of decision roles (DRD), Travel behavior, Family vacation decision making 

 

1. Introduction 

   In the sphere of family tourism studies, family vacation decision making is a fundamental. The decision making consists 

of various sub-decisions such as travel destination and transportation arrangement (Jenkins, 1978; Nanda et al., 2007; Kim 

et al., 2010; Cheng et al., 2019). Typical research suggested that overall, family vacation decisions are made jointly by 

husband and wife (Rojas-de-Gracia & Alarcón-Urbistondo,2018; Nanda et al., 2007). This locus of research ignored the 

role of children in family decision making and thus over simplified the settings of decision-making unit of family vacation 

(Rojas-de-Gracia & Alarcón-Urbistondo,2018; Kang & Hsu, 2003; Bronner & de Hoog, 2008). Overall, compared to 

spouses, children in family vacations received less research attention (Carr, 2006; Nanda et al., 2007; van Raaij & Francken, 

1984). Today’s researchers are convinced that a complete decision-making unit of family vacations consists of husband, 

wife, and adolescent children (Chiang et al., 2021). In this sense, research on the distribution of decision role (hereafter 

referred to as DRD) in each sub-decision should consider three categories of decision makers: father, mother, and adolescent. 

Previous research provides only limited insight into the relative effects of different antecedents on DRD. Few findings were 

significant and the results were not consistent across studies (Lan & Su, 2021, in press). This interests the author to try to 

explore more about this issue and leave the findings and the implications to the researchers of family vacations in the future. 

   Following multi-level perspective, the issues associated with family vacation decision making are examined first in this 

study. Some of the essential factors involved in integrating considerations into the decision-making process are highlighted. 

A summary for understanding DRD in family vacations using the classic literature as the foundation is then proposed. This 

summary presents a comprehensive view of DRD in overall or sub-decisions of family vacation, which enables researchers 

to evaluate the association among the specific factors or characteristics simultaneously. This permits greater insight into 

 
* Graduate School of Tourism, Wakayama University Wakayama City, Japan 和歌山大学観光学研究科博士課程  
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the family vacation decision-making process. We identify the variables that should be examined and studied by the 

practitioner or the academician of DRD. 

   Our purpose is not to present propositions describing in detail the mechanics of forming a specific decision-making 

style, but rather to suggest a conceptual overview for DRD in the context of family vacation. This can be useful in designing 

empirical research and forming an approach for careful research results interpretation that conditions the researcher’s 

sensitivity to the complexities of the phenomena he or she is studying. 

 

2. Literature Review 

2.1 DRD in the process of family vacation decisions 

   Family member’s role and participation in family decisions regarding tourism or leisure products has recently been an 

emerging topic of tourism research (Nanda et al., 2007). On the basis of whole-family methodology, Yeoman and Schänzel 

(2012) found that the role of father, mother, and children are mutually connected by family power structure and participants’ 

purpose for family travel (see Figure 1). Similarly, various approaches studied the behavior of adolescents that focus on 

their relative influence (Kozak & Karadag, 2012), possession of power (Liang, 2013), or dominance in relation to other 

members in family travel decisions (Nanda et al., 2007; Therkelsen, 2010). All these findings suggested that a complete 

family vacation decision unit should be a nuclear family which consists of father, mother, and adolescent children. 

   Overall, there are two primary deficiencies in previous research on family members’ dominance of family vacation 

decision-making. First, typical research deemed family vacation purchase as a single-aspect decision. This approach  

 

 
Figure 1: A Family Decision-Making Model of Vacation Purchases (Nanda et al., 2007, p.110) 

oversimplified family vacation decision-making, which is a process involving multiple aspects of vacation products 
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(Kozak & Karadag, 2012; Kim et al., 2010; Therkelsen, 2010). These sub-decisions are determined before the family 

leaves home for the destination, that is, in the pre-vacation phase, or between leaving and returning home, that is, in the 

during-vacation phase (Spiers, 2017). Second, researchers who have discussed family vacation decisions via multiple 

sub-decisions typically focused on issues determined in either the pre-vacation or the during-vacation phase (Blichfeldt, 

2008; Decrop, 2005). Results derived from different phases of these decision processes are less meaningful for 

comparisons among studies and even lead to misleading generalizations of the dynamics of family vacation decisions. 

 

2.2 Globalization and DRD in of family vacation decisions 

   Tourism and leisure surveys on spousal roles in family purchase decisions typically have been conducted in a specific 

and constrained territorial or cultural context. In particular, globalizing markets of tourism and leisure raised the need for 

understanding differences of DRD in family vacation decisions across societies and how cultural values and 

socioeconomic features correlate with interactions among family members in the process (Su, 2011; Su & Wang, 2010).  

   In globalizing business environments, all issues of human life should be addressed in an integrated view of systems 

(Kabasakal et al., 2012). How social and cultural context shapes the process of family vacation decisions may account for 

inconsistent findings in the endeavour to clarify the distribution of spousal decision roles (Hofstede 2001; Nanda et al., 

2007). To obtain results with cross-societal validity, a research design which investigates societies from well-defined 

cultural regions of the world is needed to construct a globalized sampling frame (Gupta et al., 2002). Moreover, in the 

practices of marketing family travel products, there has not been a globalized segmentation of societies and phases of the 

decision process based on parents’ role distribution in family decision-making. Mapping profiles of segments globally to 

identify target markets is not only an imperative for international tourism business but also offers a remarkable payoff for 

planning the marketing of tourism products. 

 

2.3 Linear categories of influential factors on DRD 

   Nanda and colleagues (2007) proposed a general model of family vacation decision-making (see Figure 2) which has 

been widely used for empirical research and model extension. The influential factors of decision unit are categorized into 

“characteristics of vacation products”, “toward husband and wife”, and “toward children”. This classification failed to 

incorporate societal or cultural features which are emphasized by research in globalizing trend. In addition, this list did 

not distinguish these factors in term of the level they are at, which failed to guide researcher to take into account the 

effect of the influential factors in order. 
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Figure 2: Conceptual Map of Inclusion of Fathers, Children and the Whole Family Group (Yeoman & Schänzel, 2012, p.180) 

 

3. Reorganizing Influential Factors on DRD in Multi-Level Perspective 

   The fundamental assertion of the more comprehensive framework presented here is that a family vacation decision is a 

dynamic process carried out by individuals, in interaction with other people in a household, in the context of a culture or 

country. While it is beyond the scope of this paper to review in detail all of the works listed below, several key factors 

found in this article may facilitate understanding and developing this perspective (see Table 1). There are three primary 

categories of influential factors on DRD in terms of their level. They are (1) sociocultural/ideological characteristics – 

country/culture, cultural dimension, technology, development; (2) household characteristics - number of child in family, 

main financial source of the family, current stage in family life cycle, highest educational level of household head, 

occupation of household head; and (3) travel characteristics - status of travel, duration of the trip, travel group size. For 

countries which share similar historical, geopolitical, and geographical features, their sociocultural and ideological 

differences could lead to variations in DRD about family vacation (Hofstede  et al., 2010; Su & Wang, 2010). Cultural 

and socioeconomic characteristics should be taken into consideration with travel- and household-related characteristics 

when we are exploring the DRD for family vacations (Cheng et al., 2019; Yang et al., 2020) 

   On the other hand, previous research identified 15 sub-decisions which are included in overall family vacation decision 

(see Table 2). They are (1) time frame; (2) number of places to visit; (3) length of stay; (4) with own family or with others; 

(5) travel budget; (6) quiet surroundings versus lively ones; (7) destination; (8) sun-beach-water or not; (9) means of 

transportation; (10) having an active vacation or not; (11) accommodations; (12) doing cultural activities or not; (13) 

organization; (14) child-friendly or not; and (15) meeting others or not (Jenkins, 1978; Bronner & de Hoog, 2008). Previous  
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Table 2.  Summary of Sub-decision 

 

suggested that the decision making style of family vacation varied by sub-decisions (Bronner & de Hoog, 2008; Cheng et 

al.,2019; Chiang et al., 2021) because participants have competing needs and preference for each sub-decision (de Souza 

et al., 2020). In general, participants’ involvement with the sub-decision shaped the DRD on each sub-decision and findings 

on the DRD are not comparable across sub-decisions. 

 

4. Conclusion and Implications 

   The foregoing discussion indicates that the notion of DRD in family vacation is a more sophisticated phenomenon than 

the current literature suggests. In summary, the current research findings provide some important insights into the effective 

use of influential factors at different levels by tourism marketers to predict DRD in specific sub-decision. However, 

additional research is needed to verify and extend these findings through a comprehensive framework. Our framework 

portrays these factors as mutually existing in real systems. This study, when assessed beyond perceptual bias, has important 

implications for practice and research. 

 

4.1. An overview of a framework 

   Integrating the influence literature led to the identification of four groups of variables composing a broader framework 

for analyzing DRD in sub-decisions of family vacation. As shown in Figure 3, each group represents a construct of the 

variables that is critical to the model explaining the associations among the determinants and consequences of DRD. These 

factors are travel-related factors, as the direct antecedents, household-related factors reflecting the decision units’ settings, 

sociocultural/ideological factors that shape the behavioral orientation and communication norms of a country/culture, and 

the manifest DRD in each sub-decision. The results from this study are generally discussed by the relevant literature. 

 

 

Sub-decision Time 
frame 

Number of 
places to visit 

Length of 
stay 

With own 
family or 
with others 

Travel 
budget 

Quiet 
surroundings 
versus lively 
ones 

Destination Sun-beach-
water or not 

Means of 
transportation 

Having 
an active 
vacation 

Accommod
ations 

Doing 
cultural 
activities or 
not 

Organization Child-friendly 
or not 

Meeting 
others or 
not 

Jenkins,1978  √ √ √   √  √  √ √    

Nanda et al., 2007    √ √  √  √  √     

Ritchie & 
Filiatrault ,1980       √  √       

Bronner & de 
Hoog, 2011b       √  √       

Kang et al., 2003    √   √         

Bronner & de 
Hoog, 2008 √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ 

Kim et al.,2010   √  √    √       

Rojas-de-Gracia 
& Alarcón-
Urbistondo, 2018 

  √      √       

Rojas-de-Gracia 
& Alarcón-
Urbistondo, 2019 

  √    √         
 

Cheng et al., 2019 √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ √ 

Spiers, 2017   √ √ √  √   √ √ √ √ √  
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Figure 3. Integrated Framework of DRD in Family Vacation 

 

4.2 Managerial implications 

   This integrated framework has implications for improving performance of tourism marketing across countries/cultures; 

because it is an advantage for a manager to know which member of family (i.e., father, mother, or child) has the highest 

likelihood of determining certain item(s) of family vacation. For example, East Asia has been attracting tourist businesses 

to invest more marketing resources due to the region’s growing demand for family travels (Lehto et al., 2009). However, 

East Asia is featured with high Confucianism, which contributes to a parent-centered form of communication norms and 

social influence within family. Knowledge on family vacation decision making derived from individualistic cultures or 

countries is not an appropriate base for marketing managers to predict the role distribution in family decision making in 

that region. We are convinced by these conclusions that a manager’s ability to choose the most appropriate target member 

to persuade or appeal to can be improved by training of marketing research. However, caution is needed in offering 

guidelines until the results are verified in follow-up studies due to the limitations of this study. 
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4.3 Limitations and research directions 

   In our view, the framework proposed in this study provides us a more comprehensive framework to explore some 

phenomena of family vacation decision making, and suggests opportunities for empirical research in the future. This will 

improve our knowledge substantially on the dynamics of family relations, and the quality of family leisure. We note that 

the framework suggested is tentative and developmental, so the preceding conclusions are to be viewed with some caution. 

   Previous research on family tourist behavior appeared to suggest an unclear locus in its designs. In the formulation of 

a research problem, we must consider seriously the units of analysis, that is, individual, family, or country. This suggested 

approach would facilitate the congruence of generalization and theorizing (Frankfort-Nachmias & Nachmias, 1992). 

   Developing instruments with validity and reliability to measure the concepts concerned will be an essential 

methodological challenge. A questionnaire in various languages to be used cross-cultural survey should be cross-validated 

to secure measurement equivalence among the participant countries/cultures. Moreover, because family decision making 

process was not manipulated, causality can only be inferred from the results of the survey. The correlations may have been 

influenced by a variety of extraneous factors, such as reverse causality and respondent biases and attributions. 

   In summary, our efforts were exploratory and our expectations were modest. We should see this as an initial model, one 

that starts a new conversation and leads to future improvements. Such an attempt seems ambitious on the surface, but after 

years of work and drawing upon prior contribution, we are confident that it can be achieved. 
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A Study into the Ideal Tourism Promotion Organization 
- Using the Tanabe and Nishimuro areas of Wakayama Prefecture as Examples - 

 
Masayuki Maruyama* 

 

【Abstract】 

   The revitalization of rural areas in Japan has proven problematic due to a population shift from rural areas to the 
Tokyo area. In response to this, tourism has been considered as one way toward regional revitalization. To this end, 
tourism promotion organizations have been established in various regions to revitalize the area through tourism. Many of 
these organizations are led by local governments. In the process, numerous problems have come to light. This study 
reveals the causes of those problems. 
   Through field surveys and literature surveys conducted during the course of this study, the following two points were 
revealed. The first is the economic situation of each municipality, and the second is the"boundaries" of the customs and 
culture of the local residents living there. 
   The "Great Heisei Merger" was enacted under strong guidance from the Ministry of Internal Affairs and 
Communications. In the process, populations with similar customs and cultures were separated into different local 
governments, while those with different customs and cultures were placed together under the same local government. 
Under the name of regional revitalization, tourism promotion organizations were created within each of these local 
governments. As a result, tourism promotion was performed region to region, resulting in inefficient management. 
   Based on these results, it has been suggested that regional tourism promotion organizations should be separated from 
local governments, and that they should instead engage in wide-area cooperation to increase the exchange population and 
revitalize the region through tourism. 
 
Keywords：regional revitalization, local government, tourism promotion organization,  

Great Heisei Merger 

 

Ⅰ. Introduction 

1. Research Background 

   Japan is grappling with a shrinking population, a declining birthrate and an aging population, as well as the 

redistribution and concentration of populations in and around metropolitan areas. This has created a serious problem for 

the nation with the resulting pressure on pension finances and the exhaustion of rural economies. From 2013 to 2018, only 

the metropolitan areas of Saitama, Chiba, Tokyo, Kanagawa, Aichi and Okinawa prefectures1 have seen an increase in 

population.2 All prefectures outside these six have experienced a decrease in population. Furthermore, Aomori, Iwate, 

Akita, Yamagata, Wakayama, and Kochi prefectures have seen a population decline of more than 10%. This study addresses 

Wakayama Prefecture, which had a population of 917,252 in 20203, the only prefecture in the Kinki area to have less than 

one million people. Wakayama Prefecture is one of those prefectures that is facing a difficult economic situation. 

Conversely, Fukuoka City is gaining notariety as a compact city among local governments nationwide. And yet, although 

 
* Professor, Faculty of Economics, The International university of Kagoshima, Japan 鹿児島国際大学経済学部教授  
1 Okinawa Prefecture had a natural increase, while others had a social increase. 
2 Ministry of Internal Affairs E-Stat Portal Site of Official Statistics of Japan, last viewed on July 30th, 2019. 
3 Home Page of Wakayama Prefecture: https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/020300/suikei/d00204067.html  

Last viewed September 4th, 2020. 
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some cities have seen population growth, local cities, their suburbs, and rural areas have all lost "regional power" due to a 

decrease in population. As a policy to overcome this problem, the government has appointed a Minister for the Promotion 

of Overcoming Population Decline and Vitalizing Local Economy, and measures are being taken to revitalize regions 

through tourism. Governments, local governments, and even private companies are essential to regional revitalization. 

Efficient countermeasures are necessary and important. Addressing regional revitalization, the Minister advocates that 

"local awareness is essential to regional planning and projects." As an important factor in regional revitalization through 

tourism, Ochi (2012) regards local people as "host communities," and states that "the implication of the word 'host' is 'the 

community that is involved in the tourism phenomenon.'" But are organizations for the promotion of regional tourism, 

found in each region, truly a "host community" for the residents living there? Lacking a host “spirit,” the power of tourism 

promotion organizations is thought to be halved. In many cases, the Tanabe and Nishimuro regions of Wakayama prefecture 

are used as examples to examine whether tourism promotion organizations established by each local government deviate 

from the scope of what the local people think of as their region. Local awareness was based on local governments, but the 

number of local governments decreased significantly during the so-called "Great Heisei Merger," and in many places 

regions that the local residents thought of as "external" were grouped together under the same local government. This also 

broadened the scope of the grouping of local government. The number of municipalities was nearly halved during the 

"Great Heisei Merger,"4 from 3,235 on January 1st of 2000, to 1,718 on September 4th of 2020.5 On the other hand, land 

area was increased.6 For example, Gifu Prefecture's Takayama City is the largest in Japan at 2,177.61 square kilometers, 

while the smallest are Kanagawa Prefecture, at 1,876.78 square kilometers, and Osaka Prefecture, at 1,905.29 square 

kilometers. 

   The regions examined in this study include Wakayama Prefecture's Tanabe City, at 1.026.91 square kilometers, and the 

same prefecture's Nishimuro District, at 432.80 square kilometers, for a combined 1,459.71 square kilometers. This is 

76.61% of the land area of neighboring Osaka Prefecture. The different cultures, traditions, festivals, dialects, etc. of Osaka 

Prefecture, including the Edo Period areas of Osaka, Settsu (including present-day Hyogo Prefecture), Izumi, and Kawachi, 

still exist in each of those areas today. With this in mind, the Tanabe and Nishimuro areas of Wakayama Prefecture are 

considerably large. "Local awareness" is an important factor in the success of "regional revitalization," both for people 

who were born and raised in the region, and for people who are recent transplants. Even if the government merges certain 

areas, it is unlikely that there will be a rapid change in local consciousness among local residents. On the other hand, it is 

thought that even the foundation of regional revitalization cannot be established without the local awareness mentioned 

above. The building of local awareness and the relationship with tourism promotion organizations are both very important. 

 

 
4 Ministry of Internal Affairs E-Stat Portal Site of Official Statistics of Japan, last viewed July 30th, 2019. 
5 Ministry of Internal Affairs and Communications Home Page: https://www.soumu.go.jp/kouiki/kouiki.html Last viewed September 
4th 2020. 
6 Geospational Information Authority of Japan, Area by Prefecture, City, Ward and Village in Japan as of October 1st, 2018: 
http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO201710-index.html, last viewed May 23rd, 2019. 
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2. Purpose of the Study 

   There should be no divergence between municipalities, administrative divisions of prefectures, regional tourism 

promotion organizations and host communities of local residents. This is fundamental, and I hope that this will be applied 

to the creation of regional organizations and the management of union organizations. Any problems in the organizations 

created for revitalization through tourism should be ascertained. If we clarify the divergence between local tourism 

promotion organizations, which are primarily organized by local governments, and the regional awareness of residents, and 

find measures for improvement, this can aid in more efficient management of these organizations. This is the basis of this 

research. I believe it is important to clarify the distinction between the superficial boundaries of local government with the 

deeper character of local residents. Previous studies have long considered the impact of geographical features such as 

mountains, rivers and oceans on the region, but this study aims to also consider the psychological boundaries of the people 

who live there. This study also examines the "internal and external" that exist in the human mind, regardless of geographic 

boundaries, on determining what is in the same prefecture or in the same municipal government. Some previous research 

on "internal and external" considered the issue as a matter of national character, folklore, or the afterlife and the present 

world, but there are not many studies that mention the "boundaries of the mind" that separates regions in Japan. This study 

intends to examine that phenomenon. The governmental policies of the various regions must create separation between 

areas at some point, but this should be performed in a way that clarifies the features of separation in a developed, efficient 

manner. 

 

Ⅱ. Theoretical Background and Methods of Research 

1. Theoretical Features of Regional Boundaries 

1) Geographical Features 

Misawa (1931), a pioneer in regional individuality and geographical research, thought of "region as a complete body in the 

contact between earth and sky." In terms of geography, Misawa explains the division of regions via geographical elements, 

using the present Suwa area of Nagano Prefecture as example. In this case, there are geographical factors, such as mountains, 

rivers, and the ocean, which impede interaction, block the exchange of folklore, language (dialects), and culture. Japan is 

an island nation with one language, with the exception of Ainu (there are various theories regarding the classification of 

the Okinawan dialect as a dialect, but they are omitted here). But, for example, Switzerland is a single nation with different 

languages north and south of the Alps. German is spoken north of the Gotthard Railway Tunnel, the world's longest railway 

tunnel, while Italian is spoken to the south of the tunnel. On the exit to the highway tunnel parallel to the railway tunnel, 

“Ausfahrt” is written in German in the north, while “Uscita” is written in Italian in the south. The 4,000-meter-high 

European Alps divide the region. It is clear that geographical factors have become a major factor dividing people, as Misawa 

pointed out. However, in the vicinity of Tanabe City, Wakayama Prefecture, the neighboring areas of Gobo and Hidaka, 

Shingu and Higashimuro are not divided by any mountain ranges or islands. Regardless of the administrative scope of a 
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certain area, there is an understanding of the scope of the area for past residents, current residents, and even individuals 

who are originally from the area but have transplanted to another area. In the Tanabe and Nishimuro regions, there is the 

concept of a Kinan area. Koike (1986) stated "East-West Muro District is called Kinan. The name Kumano still exists in 

Kinan. Kumano was the name of the province before the Taika Era, and it is said that it was integrated into Kii Province 

by the Kunigun system and was thereafter Muro District. But the Kumano nickname has been more widely used for the 

area than Muro." Southern Wakayama, which has been historically inhabited, has not been considered a single area, but 

comprised of several distinct areas with their own regional consciousness. And as Koike pointed out previously, it is an 

area that has appeared repeatedly throughout Japanese history. Currently, there are 9 cities, 6 counties, 20 towns and 1 

village in Wakayama Prefecture. Between the Tanabe and Nishimuro areas dealt with in this study, Tanabe City has 

expanded the most during the "Great Heisei Merger." Residents of the area think of it as a merger with areas outside of 

"their town." The merger of Tanabe City in Wakayama Prefecture combined the former Tanabe City on May 1st of 2005 

with Nishimuro District, creating the current incarnation of Tanabe City. The merger also included areas outside Nishimuro, 

both Ryujin Village of Hidaka District and Hongo Town of Higashimuro District. In the author's field survey, the dialect of 

Ryujin is little different from that of Tanabe City, but Hongu was originally culturally a part of Shingu City via the Kumano 

River (Shingu River) area, and the dialects are clearly different from those of Tanabe City. The accents of Shingu City and 

the nearby areas are considered very different from that of former Tanabe City. Wakayama Prefecture belongs to a group 

of Kansai dialects. This is not a language study, however, so I will only briefly touch on it. Presently, there is a dialect 

centered around the Wakayama City, Kinokawa and Gobo City areas, another dialect centered around the Tanabe City area, 

and a third dialect centered around the Shingu City area. The dialect of the Shingu area crosses the prefectural border into 

Mie prefecture, and is of the same group as Kumano City and Owase City. This is a remnant of the Kishu Domain, which 

was partially incorporated into Mie Prefecture during the abolition of feudal domains and establishment of prefectures. 

According to Obayashi (1990), one of the leading researchers on Japanese borders, Japan would be divided into East and 

West, North and South, Pacific Ocean side and the Sea of Japan side. Consider especially Obayashi's theory that borders 

contain an area. Obayashi said, "The boundary between cultural domains is usually a zone of intention with a certain width, 

consisting of several lines, rather than a single line dividing them cleanly into two." In this study, it is speculated that there 

may be multiple boundaries as a result of certain phenomena. In this author's field study, it is assumed that the former 

Tanabe City7 and Nishimuro District are the same cultural regions.8 However, the municipalities are different. Even though 

they are the same cultural and economic sphere, they are different municipalities due to a border being drawn between 

them. 

 

2) Cultural Boundaries 

 
7 Tanabe City before the Great Heisei Merger 
8 The cultural sphere is not a sphere but a region, as proposed by Obayashi Tara, in the same book, p. 10. 
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   It is difficult to grasp the culture of various parts of Japan. Ono and Obama (2006) said, "the literature cannot adequately 

answer the question of Japanese cultural formation and development.” They also conducted research from a broad 

perspective, arguing that "extensive facts from folklore, geography and fisheries must be observed, and valid data must be 

derived from them." Regardless, people are vaguely and naturally aware of a "boundary of language" between East and 

West Japan. Language, and more precisely, dialect, is also a major factor in determining boundaries. 

   Sekiguchi and Hayashi (2017), writing on local consciousness, said that, "the word 'local' is used in various instances 

of daily life. For example, in the case of 'local people,' it refers to the place where people currently live, but in the case of 

'local area employment,' it is interpreted as the region where each person was born and raised. From this, it is inferred that 

people's perception of the word 'local' can be diverse." Local consciousness is regarded a difficult to grasp concept. 

 

3) Political Boundaries 

   In contrast to cultural boundaries, political and administrative boundaries can be determined relatively easily, except 

in conflict areas. According to Batten (2000), boundaries are defined as "political boundaries" and "other social 

boundaries." "Political boundaries" are, as implied in the term itself, national boundaries. Although there has been a 

transition from ancient to medieval and early modern times, national boundaries are boundaries, including disputed borders, 

according to a sovereign state. 

   Here, the boundaries of local government can be easily understood as boundaries. Batten also puts forth the concept of 

"other social boundaries." These are ambiguous, and, as put forth by Obayashi previously, can be numerous. Since the 

regional determinants dealt with in this study are limited to regions such as the Tanabe and Nishimuro regions in Wakayama 

Prefecture, the proposed 'other social boundaries' is a prerequisite for an important definition. Batten's definition is divided 

into three major categories: race, culture and ethnicity. Of these, he classifies "culture domain" and "historical linguistics" 

under culture, and the "ethnic boundaries of the Japanese people" under ethnicity. According to Batten, "there is no clear 

relationship between ethnic and cultural boundaries, and it is not cultural differences themselves that are important in the 

formation of ethnic boundaries, but how members themselves approach those differences." He also points out the 

importance of what "members of the group choose to create meaning." In addition, Batten states that, "even today it is not 

possible to clearly define the geographical extent of the Japanese people or the Japanese culture. Even in pre-modern times, 

regardless of the degree of centralization of the state, the cultural and ethnic boundaries of 'Japanese' society were blurred 

and jagged." 

 

2. Research Methods 

   This study is not suitable for quantitative research, as it is a study of the internal and external "boundaries of the mind." 

Instead of using a quantitative model, we will adopt a qualitative research method. In addition, the research model used is 

found in (Fig. 1). We will proceed with a literature survey and a look at the opinions of local people. Literature surveys are 
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also the subject of research, but often include non-academic conjecture and hearsay. We should therefore examine the 

author and circumstances of each text before adopting them. There are few universities or research institutions within the 

region in question. The Field Science Education and Research Center of Kyoto University is a research institute for marine 

life, while the Kindai University Shirahama Station (Aquaculture Research Institute) and the Wakayama Forest Research 

Station of Hokkaido University are research institutes for the natural sciences in Susami. Wakayama University is located 

in the northernmost part of Wakayama Prefecture, and most of their research is conducted in Wakayama City and the 

northern part of Wakayama Prefecture. Research on the Kishu Domain has been carried out, but research into southern 

Wakayama Prefecture is still limited. Therefore, we should maintain objectivity while utilizing field and literature surveys. 

 

 
(Figure1) Research Model 

 

Ⅲ. Considering the Development of Boundaries 

   The Tanabe City area was expanded in the so-called "Great Heisei Merger" in May of 2005. Ryujin Village of Hidaka 

District and Hongu Town of Higashimuro District were both annexed at this time. However, the new "Tanabe City" did not 

include the neighboring areas of Susami Town or Shirahama Town of Nishimuro District. Shirahama is historically famous 

as the host of many emperors and aristocrats at its hot springs,9and has been mentioned in the “Chronicles of Japan" and 

the "Manyoshu." In addition, the neighboring local municipality of Hidaka District was not included in the merger with the 

former Tanabe City. The details of the wide-area merger of Tanabe City are as follows. We have previously studied the 

division of the region, but we will now examine what separates the newly established Tanabe City and Nishimuro area from 

its surroundings. We will also consider what is thought of as the border to the Tanabe-Nishimuro-gun by the people who 

actually live there. 

 

1. Perspective from the Administrative System 

   Boundaries are closely intertwined with local self-government. Japan became a modernized nation well after the 

developed countries of Europe and the Americas. The Meiji Restoration of 1868 brought about the demise of feudal society 

 
9 From the Nanki Shirahama Tourism Bureau (located in the Shirahama Town Hall) Homepage: 
http://www.nankishirahama.jp/news/detail.php?news_id=315, Last viewed September 4th, 2020. 
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and the beginnings of the modern state. 

   This study is not an historical or political treatise, and so we shall only touch briefly on the division of local 

administrations during the "Great Meiji Merger," the "Great Showa Merger," and the "Great Heisei Merger." 

   According to the Ministry of Internal Affairs and Communications, 10  "the 'Great Meiji Merger' implemented the 

Municipal Government Act, suited for administrative purposes (education, taxation, civil engineering, relief, census). This 

act aimed to eliminate the differences in the town and village system (inherited from the natural settlements of the Edo 

Period). The town and village merger was implemented (Ministry of Interior Decree No. 352, June 13th, 1888), with a 

standard scale of approximately 300 to 500 households. As a result, the number of towns and villages was reduced by 

approximately one fifth of previous numbers." In 1888, there were 71,314 towns and villages, but after the Municipal 

Government Act (Law No. 1 of April 17th, 1888), this number was reduced to 15,859 by April 1st, 1889. After the end of 

World War 2, the enactment of the October, 1953 Town and Village Merger Act (Law No. 258 of October 1st, 1953) reduced 

this number further to 9,868. And in April, 1956, the passing of the New Municipal Construction Plan (Law No. 164 of 

June 30th, 1956) brought the number of local governments to 4,668. Additionally, the enforcement of special cases of city 

mergers (Law No. 118 of May 10th, 1962) brought the number to 3,453 by October of 1962. The Ministry of Internal Affairs 

and Communications referred to the merger as "The Great Showa Merger," and stated that, "post war, the establishment 

and management of the new junior high school system, the establishment of municipal fire and police, and the new 

administrative affairs related to social welfare and health were made the administrative affairs of the municipality, and the 

rationalization of the scale was that it was necessary for efficient management of these affairs. The Town and Village 

Merger Act of 1953 (Article 3, "a town and village should have more than 8,000 residents") and the subsequent New 

Municipal Construction Plan of 1956, which was meant to reduce the number of towns and villages by approximately one 

third, aimed at achieving the Basic Plan for Town and Village Mergers (Cabinet decision of October 30th, 1953). The 

effective establishment and management of one of the new system junior high schools was thought to necessitate a 

population of approximately 8,000 people. Between 1953 and 1961, the number of towns and villages was reduced by 

almost one third." 

   Batten, as previously mentioned in Chapter II.1.(3), believes that administrative division is important, but that 

consideration of the members of a community is also necessary. In the "Great Meiji Merger" and "Great Showa Merger" 

previously mentioned, several elderly people in the area reported that the residents of the county, which had been merged 

since the Ritsuryo Period, had no sense of incongruity.11 In the "Great Showa Merger," the Nishimuro area surrounding 

Tanabe City was merged with Tanabe City, and sections of Tanabe City were merged with Shirahama. The "Great Showa 

Merger" was carried out in stages, and Shirahama was merged previously, such that even today the name of an elementary 

 
10 Changes in the number of municipalities and characteristics of major mergers during the Meiji and Showa Periods: 

https://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html, Last viewed August 31st, 2020                              
11December 7th, 2019, Hisako Misu of Toyo, Tanabe City (former Tanabe City center). 
 Interview with Natsuko Sakamoto, a resident of Tomita, Shirahama-cho, Nishimuro-gun. 
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school in the Tomita area remains Minami-Shirahama Elementary School. However, these districts were very close in terms 

of distance, and did not exceed the administrative divisions from the Ritsuryo Period, which were abolished in the Taisho 

Period. 

   And with the "Great Heisei Merger" in 1995, the Government and the Ministry of Internal Affairs and Communications 

initiated and promoted the merger of municipalities through the expansion of financial support measures, mainly through 

the "Merger Special Case Law, revised by the Devolution of Power Law." The Tanabe and Nishimuro areas were also 

included in the merger considerations. Before making a concrete examination, I would like to briefly touch on the 

administrative situation of Wakayama Prefecture as a prefecture. In Wakayama Prefecture before the "Great Heisei Merger," 

cities and their surrounding areas had local offices that were situated as branch offices of the prefecture, and which continue 

to operate as regional development bureaus. Before the "Great Heisei Merger," Wakayama Prefecture was seven cities and 

seven districts. For example, Tanabe City and Nishimuro District were in one group, while Shingu City and Higashimuro 

District were in another group. Within these groups, "the central city and its surrounding areas" were combined to take on 

prefectural governmental responsibilities for Wakayama Prefecture. This is due in part to the fragility of the means of 

transportation such as road networks. The combination of "the central city and its surrounding areas" has also been thought 

to have had an influence, from a political point of view, on the residents of the area. The local highway has been extended, 

and is now open all the way to Esumi Town of Nishimuro District, but it was only just completed in 2015. Wakayama City, 

the capital of the prefecture, and Tanabe City, the second-largest city in the prefecture, are separated by a distance of 100 

kilometers. Despite this, they were not connected by a highway until recently. Today, it takes about one hour to get from 

the Tanabe City City Hall to the Wakayama Prefectural Government Office by car. Previously, before the completion of the 

highway, this trip took about 2 hours, 30 minutes. From Shingu City City Hall, which is the farthest from Wakayama City, 

it still takes over 3 hours by highway and surface roads. The current state post-Great Heisei Merger, even after the opening 

of the highway, is the continuation of the local office system as regional development bureaus, as in (Figure 1). From this 

we can see that the various areas of Wakayama Pregecture are politically divided. When the former Ryujin Village of Hidaka 

District became part of Tanabe City during the Great Heisei Merger, the promotional bureau was transferred from Hidaka 

to Tanabe City, and the former Hongu Town of Higashimuro District, also merged with Tanabe City, came under the 

jurisdiction of the Nishimuro Regional Development Bureau.12 

 

(Table1) Classification of Regional Development Bureaus in Wakayama Prefecture 

Name Location Jurisdiction 

Kaiso RDB Wakayama City Wakayama City, Kaiso City, Kainan City 

Naga RDB Iwade City Kinokawa City, Iwade City 

Ito RDB Hashimoto City Hashimoto City, Ito District 

 
12 The former Nishimuro District Kushimoto Town merged with the former Higashimuro District Koza Town on April 1st of 2005, 

becoming Higashimuro District Kushimoto Town under the jurisdiction of the Higashimuro Promotional Bureau. 
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Arida RDB Arida District Yuasa Town Arida City, Arida District 

Hidaka RDB Gobo City Gobo City, Hidaka District 

Nishimuro RDB Tanabe City Tanabe City, Nishimuro District 

Higashimuro RDB Shingu City Shingu City, Higashimuro District 

Source: From the author of Wakayama Prefectural Ordinance (Ordinance 15, 2005 and Ordinance 22, 2006, partially revised) 

 

2. A History of the Greater Metropolitan Tanabe Area, From the Ritsuryo Period 

   "The Research Association of the Tanabe Area Mergers"13 was established in 2001. As shown in (Fig. 2) and (Fig. 3), 

the area of Tanabe City expanded during the "Great Heisei Merger." Hidaka District Ryujin Village and Higashimuro 

District Hongu Town were also included in the expansion of the Nishimuro area, both from outside the district. Even with 

the development of the road network, it takes over one hour by car to reach Ryujin and Hongu from the former Tanabe City 

center. On the other hand, the immediately adjacent areas of Hidaka District and the towns of Shirahama, Kamitonda, 

Hikigawa and Susami were not included in the merger. It takes approximately 20 minutes by car to reach the Tanabe-

Nishimuro area center from the hot springs district of Shirahama, and about the same amount of time from Minabe Town 

and Minabegawa Villageof Hidaka District. The newly established Tanabe City was merged with a remote local municipality 

with different river basins and different economic zones, while regions within the same economic zone and culture were 

not included in the merger. According to the aforementioned "The Research Association of the Tanabe Area Mergers," "Ten 

municipalities (Tanabe City, Ryujin Village, Minabegawa Village, Minabe Town, Shirahama Town, Nakaheichi Town, Oto 

Village, Kamitonda Town, Hikigawa Town and Susami Town) were the subject of research into the municipal merger issue. 

Over the long history of our ten municipalities, we have developed a shared culture and a close relationship in our daily 

and economic lives." At that time, Ryujin, Minabegawa and Minabe were part of Hidaka District, but the other towns and 

villages were part of Nishimuro District. However, at the time of "The Research Association of the Tanabe Area Mergers" 

establishment on July 23rd, 2002, Shirahama was not participating in the association. "Higashimuro District Hongu Town 

participated in this council on October 4th. In light of the inclinations of the council and residents, it has been decided that 

on February 5th, 2003, Hikigawa Town and Susami Town will withdraw from this council." Merger consultation between 

the newly established Tanabe City and surrounding municipalities ended in failure, and although sharing population, culture 

and economies, Shirahama Town, Hikigawa Town and Kamitonda Town of Nishimuro District, Minabe Town and 

Minabegawa Village of Hidaka District withdrew from the council. Shirahama merged with Hikigawa in March of 2006, 

while Minabe merged with Minabegawa in October of 2004. Susami and Kamitonda did not merge, and each retained their 

pre-merger areas. Tanabe City, Shirahama and Kamitonda share populations and are part of the same economic zone, but 

 
13 Tanabe City Homepage: http://www.city.tanabe.lg.jp/kikaku/gappeikyo/setti/frame.htm, Last viewed May 3rd, 2020. 
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Shirahama boasts a 1400-year history.14 Approximately 3 million people visit Shirahama Hot Springs a year,15 while 1.3 

million people visit16 Adventure World,17 Japan's fifth most-visited zoo and home to the largest population of pandas 

outside of China. Direct flights from Tokyo to Nanki-Shirahama Airport take approximately one hour. Shirahama also has 

a Class B river, which is an abundant source of fresh water for the town. The newly established Tanabe City manages the 

upper reaches of the Tonda River, but this provides little in the way of fresh water. Kamitonda shares significant water 

resources with Shirahama, which has an estuary in the middle basin. In the former Tanabe City area, rivers and streams 

were scarce, and they have contracts to receive water from Kamitonda and Shirahama.18 Shirahama, relatively rich in 

tourism and water resources, joined the preliminary consultation committee after merger talks, but decided to leave the 

committee relatively immediately. Kamitonda has a plum processing factory, and like Shirahama, has a contract to provide 

Tanabe City with water, but was ultimately not included in the merger. Plans to merger the two municipalities to the south 

of Tanabe City with Tanabe were ultimately abandoned. Additionally, former Minabe Town and Minabegawa Village of 

Hidaka District, both north of Tanabe City, and important production centers for Japanese plums, avoided a merger with 

Tanabe City due to the "Minabe" branding problem.19 These areas were originally part of the Tanabe economic and cultural 

zones, but they could not be easily merged at the municipal level. In addition, there was the opinion20 that if "Shirahama 

Hot Springs," a leading tourist destination in Japan, were absorbed into Tanabe City, this would be unacceptable to the 

brand. Tanabe City, once a branch domain of the Kishu Domain and briefly a prefecture after the abolition of feudal domains, 

being absorbed by Shirahama was also unacceptable.21  The neighboring municipalities of Shirahama and Kamitonda 

withdrew, while Minabe and Minabegawa of Hidaka did not merge. In 2005 the current Tanabe City was established, and 

included Ryujin Village of Hidaka District and Hongu Town of Higashimuro District. Ryujin, which takes nearly an hour 

to travel to by car, and the river basin are different areas. Hongu, which is also a one hour car ride away and hosts a different 

dialect, was merged. Meanwhile, the merger of Shirahama, Kamitonda and Minabe, each 20 minutes away from the city 

center, with Tanabe City was postponed and the new Tanabe City was established without them. The Tanabe City merger is 

thought to have two identifying features: in one instance the city was merged with geographically distant areas, and in 

another instance it was not merged with culturally similar, neighboring municipalities within the same economic zone. In 

 
14 Shirahama Society of Commerce and Industry: http://www2.whokokai.or.jp/sirahama/rekisi.htm 

 Last viewed August 23rd, 2020 
A History of Shirahama. Approximately 1400 years ago, Shirahama Hot Springs were made famous by two individuals: Empress 
Saimei and Prince Arima. Shirahama Hot Springs are mentioned in Chapter 26 of The Chronicles of Japan, with references to Muro 
Hot Spring and Ki Hot Spring in connection with the tragedy of Prince Arima. At the time, the capital of Japan was in Yamato and 
the journey to Shirahama was a long one, likely traveled by horses and boats, accompanied by many government officials. 

15 Wakayama Prefecture "Tourist Dynamics Survey": 
https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/062400/doutai2_d/fil/R01_doutaityousa.pdf, 2019, p 5, Last viewed August 23rd, 2020. 
16 Travel Voice: https://www.travelvoice.jp/20191228-137633, last viewed August 23rd, 2020 
17 Adventure World, https://www.aws-s.com/, Last viewed August 23rd, 2020 
18 Tanabe City Homepage: http://www.city.tanabe.lg.jp/suidou/jigyou/enkaku.html, 
  Last viewed September 12th, 2020 
19 Statement from Ms. Miyoko Sakamoto (born in the former Minabegawa Village of Hidaka District Minabegawa-mura, currently 
residing in Shirahama Town), December 17th, 2019 
20 Statement from Mr. Yoshitaka Sakamoto (born and currently residing in Shirahama Town), December 17th, 2019 
21 Statement from Mr. Kohei Yoshida (born in the former Tanabe City, currently residing in Kawasaki City, Kanagawa Prefecture), 
January 20th, 2020 
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addition, according to Kanda (2008), the former Seto area of central Shirahama was not part of the Tanabe Domain, but 

was in direct control of the Kishu Domain of Wakayama, a factor contributing to abstention from the merger. 

 
(Figure 2) Map of Tanabe City Prior to the "Great Heisei Merger" 

 

 

(Figure 3) Map of Tanabe City After the "Great Heisei Merger" 
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Ⅳ. Considerations and Conclusion 
1. Current Problems with Tourism Promotion Projects 

   So far, we have examined regional determinants. Regional revitalization through tourism will be lackluster without a 

sense of camaraderie, or "host community." When interviewing Yasuhiro Kuwahara,22 a former social studies teacher at 

Tanabe High School, and author of several academic books, he stated that, "I can't agree with our local taxes being used to 

fund the 'Tanabe City Kumano Tourism Bureau' to promote the unrelated former Hongu." The statement symbolizes the 

divergence between local governments, tourism promotion organizations, and the opinions of local residents. It is important 

to understand what factors determine the scope of regional tourism promotion organizations. This study hopes for regional 

development and coexistence through tourism across Japan. Coexistence, according to Kawamori et al. (2017), is "a process 

in which people with various differences, including ethnicity, language, religion, nationality, region, gender, sexuality, 

generation, disease, disability, etc., recognize each other's diversity of cultures and identities, and build equal 

relationships." Here, there is not as much a difference in ethnicity, language, etc., outside of local dialect. It may seem like 

a small area from a worldwide perspective, but local consciousness is thought to be a multi-layered structure. Encouraging 

regional division is not recommended. Regional tourism promotion organizations should be reorganized by investigating 

the psychological boundaries of local residents and striving to unite them. In addition to the geographical elements 

previously described by Misawa, district boundaries, in place since the Ritsuryo period, have dictated local consciousness 

of the region. In the area in question, the "school district" of the local high school is thought to determine the boundaries 

in the local consciousness. By induction, it is a "district." In Wakayama Prefecture, high school districts were abolished in 

2003, so it can be predicted that changes will be seen over time. Regional development through tourism is an important 

means of economic revitalization in Japan in this time of a declining population. As mentioned at the beginning of this 

study, local governments and prefectures are also focusing on regional revitalization through tourism. The target area of 

this study is a region which is blessed with tourism resources. There is rich historical natural beauty, such as Yoshino 

Kumano National Park, Shirahama Hot Springs, Ryujin Hot Springs, and one of only two roads among the World Heratige 

Sites,23 the "Sacred Sites and Pilgrimage Routes in the Kii Mountains (Kumano Kodo)," as well as leisure facilities such 

as "Adventure World." It is an advantageous area for sightseeing. It is one and a half hours by car to Kansai International 

Airport, and has direct flights from Nanki Shirahama Airport to Tokyo Haneda Airport. It is also connected to Osaka by 

highway and electric rail lines. 

 

2. Problems Arising from Boundaries 

   There are two problems with tourism promotion in the Tanabe-Nishimuro region which have been examined in this 

study. One is that, despite the degree of population exchange with nearby areas in the same economic zone, tourism 

 
22 He was a teacher of social studies at Tanabe High School in Wakayama Prefecture. Interviewed December 7th, 2019 
23 The other is the"Way of Saint James" in Spain. 
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promotion organizations operate in the two areas independantly. The Nanki-Shirahama Tourism Bureau, which was 

established with Shirahama Town Hall as its home organization, and the Tanabe City Kumano Tourism Bureau, which is 

based on Tanabe City, operate independently. The "Tanabe City Kumano Tourism Bureau"24 website does not mention 

Shirahama Hot Spring, which is representative of Japan, because its parent municipality is different. Similarly, the website 

of the "Nanki Shirahama Tourism Bureau,"25  operated by Shirahama, does not mention the world Cultural Heritage 

"Kumano Kodo" in Tanabe City. This is unavoidable, as the two organizations are operating on different budgets, but there 

is no doubt that this situation is inefficient. 

   Another problem is that the "Tanabe City Kumano Tourism Bureau" will invest in the former Hongu, as it was integrated 

as a local municipality with the newly established Tanabe City. It is a distant district that is geographically separated from 

the former Tanabe City, with different mountain passes, river basins, and dialects. In other words, the hard-earned tax 

money of residents of the former Tanabe City is being used towards Hongu, an area outside what is thought of as "our local 

area." The testimony of Mrs. Kuwabara mentioned above touches on this. 

 

3. Conclusion 

   As mentioned previously, regional tourism promotion organizations in Japan are often run by local governments, and 

both the 'Tanabe City Kumano Tourism Bureau' and the 'Nanki Shirahama Tourism Bureau' are run in this way. Regional 

tourism promotion organizations should be operated, not by each municipality, but by taking into account the sense of what 

the residents think of as "our town." It was found that even within the same municipality, what residents thought of as 

"outside our area" would be better as a separate organization. It is also important to cooperate with local governments even 

if they are a different municipality, in order to manage regional tourism promotion organizations. And these organizations 

need to form a coalition for the purpose of promoting tourism in southern Wakayama Prefecture, the Kii Peninsula, and the 

whole of Japan. In addition to the administrative aspect, regional tourism promotion organizations will not be powerful, 

sustainable organizations unless they grasp the "hearts of the residents" that support their organizations. Consideration 

should be given to the management of promotional organizations, with the "Tanabe City Kumano Tourism Bureau" and the 

"Nanki-Shirahama Tourism Bureau" as examples. The administrative area has seen dramatic changes after the "Great Heisei 

Merger," but the "borders of the mind" among local residents needs to be emphasized. Even if the government conducts 

wide-area mergers, regional tourism promotion organizations need to be reconsidered as residents' host communities. The 

deviation between the "boundaries of the mind" and the boundaries of the municipalities is a reality. This study found that 

regional tourism promotion organizations are closely related to local self-government, inefficiency, and divergence from 

the consciousness of residents. Once again, it is strongly recommended that these organizations are improved such that 

 
24 Tanabe City Kumano Tourism Bureau Home Page: https://www.tb-kumano.jp/, 
 Last viewed September 9th, 2020 
25 Nanki Shirahama Tourism Bureau Website: http://www.nankishirahama.jp/,  

Last viewed September 9th, 2020 
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they are aware of the "boundaries of the mind," support host communities and organize a coalition amongst themselves. 

This study did not touch on the financial problems inherent in the operation of regional tourism promotion organizations. 

This is also a major problem for these organizations. Moreover, since the study focused on the Tanabe and Nishimuro 

regions of Wakayama Prefecture, no other regions were mentioned. It is thought that similar situations are happening around 

Japan. In the future, I would like to focus my research on other regions, as well as the financial resources of regional 

tourism promotion organizations. 

 

[Supplementary Note] In this paper, Gregorian calendar dates are utilized. 
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【 論 説 】 
民法 709条、715条無責・自賠法３条有責事案の 

訴訟上の損害賠償額の認定について 
About AUTHORIZATION of the AMOUNT of COMPENSATION for DAMAGES of IRRESPONSIBLE 

CASE for ARTICLE 709, 715 of the CIVIL CODE and RESPONSIBLE CASE for ARTICLE 3 
of ACT on SECURING COMPENDATION for AUTOMOBILE ACCIDENTS 
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【要 旨】 

自動車損害賠償保障法（自賠法）は、運行供用者に無過失責任に近い賠償責任を負わせるとともに、これを担

保する自賠責保険の強制加入を組み合わせて、被害者の保護・救済を図っている。この精神はさらに諸制度によ

り強化され、その諸規定を通じて、道路交通法、行政法および民法等の特別法として徹底的に「被害者保護・救

済」の精神を貫いており、完成度の高い被害者保護法制ということができる。しかし、立証責任の観点から、民

法 709 条、715 条無責・自賠法３条有責という事案が存在し得るが、その場合の訴訟上の損害賠償額の認定につ

いては疑問の生じるところである。そこで、自賠責支払基準の裁判所非拘束性に係る問題について確認したうえ

で、同事案の類似事故の裁判例を基に同認定について考察することを課題としたい。 
 
キーワード：不法行為責任、自賠法３条、自賠責支払基準 
 
1. はじめに 

 わが国の自動車産業が戦後復興のための基幹産業として成長が見込まれるなかで、自動車運送の健全な発展の

ためにも自動車事故による被害者の保護・救済が最重要課題となった。そこで、政府も運輸省（当時）を中心と

して検討を行い、昭和 30 年（1955 年）7 月、当時、世界的にも画期的な被害者保護法制である、自動車損害賠

償保障法（以下、「自賠法」という。）の成立をみた1。 

 自賠法は、加害者側である、自己のために自動車を運行の用に供する者（以下、「運行供用者」という。）に立

証責任の転換により無過失責任に近い形での賠償責任（中間責任2）を認める（３条）とともに、これを実質的に

担保するために自動車損害賠償責任保険（以下、「自賠責保険」という。）の強制加入（５条）を組み合わせて、

被害者の保護・救済をはかるものである3。 

 同法では、第 1 条の「被害者保護」の目的を達成するために多くの諸制度が認められるが、同法はその諸規定

を通じて、道路交通法、行政法および民法等の特別法として徹底的に「被害者保護・救済」の精神を貫いており、

同法が規定する自賠責保険と並び、完成度の高い被害者保護法制ということができるものと考えられる4。 

 
* 鹿児島国際大学経済学部准教授 Associate Professor, Faculty of Economics, The International University of Kagoshima 
1 鈴木辰紀『新保険論[第 2 版]』（成文堂、2006 年）132 頁、伊藤文夫＝佐野誠編『自賠責保険のすべて 12 訂版』（保険毎日
新聞社、2014 年）45 頁参照。  
2 窪田充見『不法行為法』（有斐閣、2007 年）131 頁参照。  
3 窪田・前掲注 2・229 頁参照。窪田は、自賠法は民法 709 条より厳しい責任を運行供用者に負わせるとともに、強制的な責

任保険制度を用意し、単に責任が認められるというだけでなく、肯定された責任が実質的にも履行されることが容易とな

るとし、この 2 つを柱として、被害者の実質的な救済を図るものであると指摘している。  
4 拙稿『自賠法における被害者保護法制上の諸問題』（丸善雄松堂、2016 年）95 頁以下参照。主な諸制度として、以下、(1)
自賠責保険の強制加入、(2)自賠責保険の車検リンク制、(3)保険会社の引受義務化、(4)故意免責の取扱い、(5)被害者の保険会

社への直接請求権の付与、(6)政府保障事業、(7)保険金等の支払基準の法定化、(8)被害者等に対する情報提供の義務化、(9)死
亡事案等の重要事案の保険金等の支払に関する国土交通大臣への届出の義務化、 (10)保険金等の支払に関する紛争処理制度
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 したがって、同法の解釈にあっては、常に「被害者保護・救済」の精神を念頭に置いたものである必要があり、

特に民法との関係において、立証責任を被害者から加害者側に転換した、「特別に制定された法律」であるとの

認識が不可欠と考えられる。 

 ところが、自賠法 16 条の３において、保険会社による自賠責支払基準の遵守が法定されており、訴訟外では、

この支払基準にしたがった損害賠償額が算定され、被害者に支払われる。しかし、これが訴訟になると、裁判所

は自賠責支払基準を適用せず、通常の損害賠償額の認定方法を適用して保険会社に支払を命じている。 

 その結果、被害者が訴訟外なら受領できた自賠責支払基準による損害賠償額を大きく下回る損害賠償額になっ

てしまうという被害者保護に反するような問題の発生が認められる。そこで、筆者はこの問題に対し、保険会社

が自賠法 16 条の３により、自賠責支払基準に拘束されることや裁判所の処分権主義の観点から、訴訟といえど

も自賠責支払基準を下回るような判決が妥当しないとの見解を主張してきた5。 

 ところで、最近、人身傷害保険の被保険者がセンターラインオーバーし死亡した事案において、相手自動車の

自賠法３条の責任の有無について、保険会社から意見を求められた。それは、民法 709 条無責・自賠法３条有責

というべき事案であった6。その場合の訴訟上の損害賠償額の認定について改めて考察する機会を得たが、「裁判

所は支払基準に拘束されない」との判例や学説の立場であれば、果たしてどのような認定が行われるのであろう

か。 

 そこで、本稿では自賠責支払基準の裁判所非拘束性の問題について改めて確認し7、類似事故の裁判例（福井

地裁平成 27 年 4 月 13 日判決）をもとに同問題を考察することを課題としたい。 

 

2. 自賠責支払基準の裁判所非拘束性 

2-1 自賠責支払基準の法的性質 

 平成 13 年の自賠法改正(平成 14 年 4 月施行)により、同法 16 条の３において支払基準（以下、「自賠責支払基

準」という。）が法定されている。自賠責保険の実務上、この自賠責支払基準にしたがって、損害賠償額の認定

が行われ、保険金や損害賠償額等の支払がなされている。自賠責支払基準は、同条項の規定および国土交通省と

金融庁の告示により法的性質を有していると考えられる。すなわち、政令は、憲法 73 条 6号に基づき、内閣が

制定し、内閣決定を経て成立し、天皇によって公布される（憲法 7 条 1号）が、告示は、行政機関がその決定し

た事項その他一定事項を公式に一般に知らせること（公示）である。告示それ自体は、行政規則であり、一般国

民に対して法的拘束力をもたないが、告示をもって処分の要件を定め、または告示と法令とが結びついた結果と

 
の創設など。  
5 拙稿①「何故、裁判所は自賠責支払基準に拘束されないのかー自賠責支払基準下回り判決問題に対する一考察―」（損害保

険研究、2013 年 6 月）81 頁以下、拙稿②「自損事故保険の支払要件はこのままでよいのか―裁判所の自賠責支払基準非拘束

性を前提とする提言―」（鹿児島経済論集 59 巻 1 号、2018 年）33 頁以下参照。  
6 山崎俊一「事例に学ぶ  交通事故事件捜査（第 48 回）センターラインオーバーしたのは被告人車両か被害者車両か」『捜査

研究 No.710』（東京法令、2010 年）68 頁参照。山崎は、正面衝突事故でよくある被告人の言い訳として、「相手がセンター

ラインオーバーしていたので、事故を避けようとしてハンドルを切って反対車線に逃げたら、相手が自車線内に戻ってきた
ので衝突した」というものがあるとし、死亡した被害者が事故状況を主張できないことを奇貨として、真実を述べない加害

者がいることを指摘しており、同事案では慎重な判断が必要であることはいうまでもない。   
7 拙稿②・前掲注５参照。  
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して、法令の内容を補充する法規的性質を持つことが多いとされ、このような場合に、その限りで立法行為とし

ての性質をもつものとされる8。 

 

2-2 最高裁平成 18 年 3 月 30 日判決 

 これに対して、自賠法 16 条 1項に基づいて被害者が保険会社を相手とする、損害賠償額の支払請求訴訟にお

いて、最判平成 18 年 3 月 30 日民集 60 巻 3 号 1242 頁（以下、「最高裁平成 18 年判決」という。）は、自賠責

支払基準について次のように判示した。 

 「上告人は、法 16 条 1 項に基づいて被害者が保険会社に対して損害賠償額の支払を請求する訴訟において、

裁判所は、法 16 条の 3 第 1 項が規定する支払基準によることなく損害賠償額を算定することはできないとこ

ろ、上告人は、支払基準に従って本件事故の損害賠償額を算定して被上告人に対する支払を行ったから、既に損

害賠償額全額を支払済みであるなどと主張している。法 16 条の 3 第 1項は、保険会社が被保険者に対して支払

うべき保険金又は法 16 条 1項の規定により被害者に対して支払うべき損害賠償額を支払うときは、死亡、後遺

障害及び傷害の別に国土交通大臣及び内閣総理大臣が定める支払基準に従ってこれを支払わなければならない

旨を規定している。法 16 条の 3 第 1項の規定内容からすると、同項が、保険会社に、支払基準に従って保険金

等を支払うことを義務付けた規定であることは明らかであって、支払基準が保険会社以外の者も拘束する旨を規

定したものと解することはできない。支払基準は、保険会社が訴訟外で保険金等を支払う場合に従うべき基準に

すぎないものというべきである。そうすると、保険会社が訴訟外で保険金等を支払う場合の支払額と訴訟で支払

を命じられる額が異なることがあるが、保険会社が訴訟外で保険金等を支払う場合には、公平かつ迅速な保険金

等の支払の確保という見地から、保険会社に対して支払基準に従って支払うことを義務付けることに合理性があ

るのに対し、訴訟においては、当事者の主張立証に基づく個別的な事案ごとの結果の妥当性が尊重されるべきで

あるから、上記のように額に違いがあるとしても、そのことが不合理であるとはいえない。したがって、法 16

条 1項に基づいて被害者が保険会社に対して損害賠償額の支払を請求する訴訟において、裁判所は、法 16 条の

3 第 1 項が規定する支払基準によることなく損害賠償額を算定して支払を命じることができるというべきであ

る。これと同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。論旨は採用することができない。」。 

 すなわち、最高裁平成 18 年判決は、裁判所は自賠責支払基準によることなく損害賠償額を算定して支払を命

じることができると判示して、自賠責保険金額の範囲内で、保険会社に自賠責支払基準を上回る損害賠償額の支

払いを命じたものであり、これが自賠法 16 条 1項（自賠責保険会社に対する被害者直接請求権）における「自

賠責支払基準の裁判所非拘束性」の根拠となっていう判例である。 

 

2-3 下級審での自賠責支払基準下回り判決 

 
8 この支払基準は、「自動車損害賠償責任保険の保険金等及び自動車損害賠償責任共済の共済金等の支払基準」として、平成

13 年 12 月 21 日金融庁・国土交通省告示第１号  として公示されている。藤田宙靖『第 4 版  行政法Ⅰ（総論）〔改訂版〕』（青

林書院、2005 年）286 頁参照。   
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この最高裁平成 18 年判決に対し、下級審では、「裁判所は支払基準によることなく損害賠償額を算定して支払

を命じることができる」ということに注目し、被害者による自賠法 16 条 1 項の損害賠償額の支払請求に対し、

法定の自賠責支払基準（過失相殺を廃した重過失減額規定を含む）を適用せずに、総損害に対し、過失相殺を適

用して通常事案と同様に損害賠償額の認定を行っている。この結果、自賠責支払基準による損害賠償額の算定額

を大きく下回る判決が横行している9。

2-4 最高裁平成 24 年 10 月 11 日判決

この自賠責支払基準下回り判決問題は、任意共済組合が被害者に対する損害賠償額を一括払いし、自賠責保険

会社に求償した、自賠法 15 条の請求権に関する最判平成 24 年 10 月 11 日裁判所時報 1565号 1 頁（以下、「最

高裁平成 24 年判決」という。）によって、決定的なものとなった。すなわち、最高裁平成 24 年判決は、以下の

ように判示した。

「原審は、Ａの損害額を 7500 万円、Ａの過失割合を 8 割としながら、これらを前提とした過失相殺をせず、

上記支払基準によれば上告人が 2100万円の保険金を支払う義務があると判断して、被上告人の請求を一部認容

したのであり、この判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。」。

 すなわち、原審が任意共済組合の自賠責保険会社に対する請求について、自賠責支払基準に基づいて、被害者

の過失割合８割の場合の重過失減額３割規定を適用して、保険金額 3000 万円を損害額として３割減額を行い、

2100万円の認定を行った。この自賠法 16 条の３に依拠し、自賠責支払基準に基づく原審の認定額について、こ

れを明らかな法令違反としたのである。そして、損害が 7500万円であれば、過失割合の８割を過失相殺率とし

て過失相殺による減額を行い、1500万円の認定を妥当とした10。 

この結果、裁判所においては、自賠法 16 条 1 項および自賠法 15 条の請求については、法定の自賠責支払基

準に拘束されずに、通常の損害賠償額の認定方法で良いということになっていると考えられる。

2-5 学説

「自賠責支払基準が裁判所を拘束するか否か」については、学説上の争いがあり、基本的に３つの立場がある

ように思われる。すなわち、

①｢自賠責支払基準は裁判所を拘束するとの説｣11

9 森義之「自動車損害賠償保障法 16 条 1 項に基づいて損害賠償額の支払を請求する訴訟において裁判所が同法 16 条の 3 第

１項が規定する支払基準によることなく損害賠償額を算定して支払を命じることの可否」（法曹時報 59 巻 9 号）3211 頁

参照。最高裁判所調査官による解説では、「裁判所が支払基準を拘束するかどうか」についての学説を披露する中で、「本
判決は、上限、下限について特に言及することなく、支払基準は裁判所を拘束しないと判示しているところからみて、『支

払基準は、下限は裁判所を拘束するが、上限は拘束しない』との説を採るものではないことは明らかであると思われる。

したがって、支払基準によることが被害者にとって、有利な場合も不利な場合も、裁判所は支払基準によることなく、損
害賠償額を算定して支払を命じることができると解される」としている。同事案に深く関わった調査官見解を示すことで、

下級審にその見解が受け入れられているものと考えられる。
10 最判平成 24 年の事案では、被害者は、任意共済組合から、3000 万円の賠償を受けており、これは自賠責保険金額と同額
であることから、一定の被害者保護が図られているものと考えられる。
11 佐野誠「自賠法の改正と自賠責保険の変容」（損害保険研究 64 巻 4 号）131 頁、伊藤文夫「自動車損害賠償保障法等の改

正について」（賠償科学 28 号、2002 年）81 頁参照。
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②｢自賠責支払基準は裁判所を拘束しないとの説」12 

③｢自賠責支払基準は、下限は裁判所を拘束するが、上限は拘束しないとの説」13 

であり、②が通説となっている。 

 これらのうち、①は、２つの最高裁判決の内容とは符合しないものであり、②は、両最高裁判決と同様の見解

であり、③は最高裁平成 18 年判決の内容と符合するが、最高裁平成 24 年判決の内容には符合しないものと考

えられる。 

 

2-6 私見 

 筆者は、上記の③「自賠責支払基準は、下限は裁判所を拘束するが、上限は拘束しないとの説」を支持する。

すなわち、同法改正に当たって、自賠責支払基準は裁判所を拘束するものではないとの明文を付加すべきである

との意見が寄せられたのに対し、国土交通省がパブリックコメントで、「自賠法 16 条の 3 の規定において、支払

基準の遵守義務の対象となっているのは、保険会社及び組合であることが明確化されています」14との回答を根

拠とするものである。 

 

(1) 最高裁平成 18 年判決の事実関係 

 最高裁平成 18 年判決が示した事実関係は、79歳の夫を看護する主婦Ａが片側 2 車線の国道を歩行横断中、Ｙ

運転の乗用車に衝突されて死亡したが、Ａの相続人は自賠責支払基準による保険会社甲の損害賠償額の支払とし

て、訴外で 1809 万 2496 円およびＹから 32 万円を受領していた。そこで、保険金等の支払とＹの既払い合計

1841 万 2496 円を控除し、保険会社甲に対しては、死亡保険金額（傷害を含む）までの 1210 万 1804 円、Ｙに

100万円を求めて訴えを提起したものである。 

 １審の盛岡地裁は、Ａに過失相殺 3割を適用し、Ｙと甲に 320万 2809円の追加支払を命じた。双方控訴の 2

審の仙台高裁は、1 審判決を支持し、控訴を棄却した。「訴訟手続を通じ個別事案に応じて具体的妥当性を有す

る損害認定がされ、保険金の追加支払がされることは何ら矛盾するものではなく」、「自賠責保険も、一般の賠償

責任保険と異なることはなく、被保険者が法律上の損害賠償責任を負った場合に、その賠償責任の金額が保険金

の額となる（最高限度額の範囲内で）」と認定したものである。保険会社甲上告の最高裁は、原審を支持し上告

を棄却した。 

 したがって、最高裁は、自賠責の被害者請求（自賠法 16 条 1項）により、自賠責支払基準で一旦、訴外で損

害賠償額を受領したものの、保険金額の残余の範囲内で自賠責の損害賠償額の支払いを認容したにすぎないので

ある。それは、まさに自賠法が要請する「被害者保護・救済」に他ならない判断であり、筆者はその判断を高く

 
12 八島宏平「自動車損害賠償保障法改正の概要について」（自動車保険研究 6 号）116 頁、西嶋梅治「平成 14 年の自賠責制

度の改正とその評価」(自動車保険研究 7 号）4 頁。藤村和夫=山野喜朗『［新版］概説交通事故賠償法』（日本評論社、

2004 年）247 頁参照。  
13 若井英樹「平成 12･13 年の交通事故判例の概要」（インシュアランス〔損保版〕3998 号）4 頁、高野真人「後遺障害認定

の変遷と課題」『自動車損害賠償保障法施行 50 年の軌跡と展望』（日本交通法学会、2007 年）45 頁参照。  
14 国土交通省ホームページ（http://www.milit.go.jp/01/kekka/pubcomk63_.html）参照。  
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評価している。 

 

(2) 裁判所の自賠責支払基準下回り判決 

 しかし、当時の最高裁の判事らは、まさか将来において、「被害者保護」に基づく自賠法 16 条 1項の請求権の

行使において、自賠責支払基準による損害賠償額すら受領できない、被害者保護に悖るような判断がされるとは、

考えていなかったのではないだろうか。 

例えば、死亡事故で、被害者の損害額 6000 万円、過失割合９割として、被害者が同法 16 条 1 項により保険会

社に損害賠償額の支払を請求した場合、自賠責支払基準の規定では、過失相殺はせず、「重過失減額規定」によ

り５割の減額に留まり、自賠責保険金額 3000万円を損害額とみなして、1500万円の認定となる。 

これに対し、訴訟では、裁判所は「支払基準に拘束されない」として、損害額 6000万円に対して過失相殺９割

を行い、600万円の認定にとどめるという結果が導かれることになるのである。 

つまり、訴訟外では、自賠法 16 条の 3 第 1 項により、保険会社が支払基準による 1500 万円の支払義務を被害

者に負うにもかかわらず、訴訟になれば、個別に判断されるべきとして、法定の自賠責支払基準を無視して、裁

判所はその裁量により、保険会社に 900万円の支払を免除し、600万円の支払でよいとの態度をとっているとい

うことになる。 

 

(3) 訴訟に至った経緯と裁判所の損害賠償額の認定 

 訴訟に至った経緯は様々としても、その根本は、自賠責保険会社が自賠保険料率算出機構調査事務所に自賠責

保険の調査認定を依頼し、そこで自賠責保険会社が無責と判断されたために、自賠責保険会社がそれを異議なく

追認したものである。その結果、訴訟外で自賠責保険会社に無責との対応を取られ、被害者側がやむなく基本的

に自賠責支払基準をベースに損害賠償額の支払請求を行った訴訟である。 

 その訴訟において、裁判所は「自賠責支払基準に拘束されない」として、本来、過失相殺を行わないで重過失

の場合のみ減額を行うという自賠責支払基準の「重過失減額」規定を無視し、前述例のように、総損害額に対し、

９割の過失相殺を適用することになれば、極めて低額の賠償額になってしまうのである。 

そもそも、自賠責保険会社側の無責という判断が誤りであったと裁判所に認められたということは、前述例では

被害者は本来 1500万円の支払いを自賠責保険会社から受領できたということである。それが裁判所の賠償額の

認定において、自賠責支払基準を無視した結果、600万円しか受領出来ないということになってしまうのである。 

このような裁判所の損害賠償額の認定は、被害者保護という自賠法の目的（１条）に悖る極めて不合理なもので

あり、その点について十分に理解される必要があるのではないだろうか。 

 この点、次章で具体的裁判例を通じて改めて考察したい。 

 

3. 民法 709条、715条無責・自賠法３条有責事案の訴訟上の損害賠償額の認定  

3-1 自賠責支払基準の法的性質 
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交通事故において、加害者の過失をめぐって、民法 709 条では、その立証責任は被害者が負うと考えられてい

る。これに対し、前述したように自賠法３条は、「被害者保護」の観点から、「自動車の運行に関し注意を怠らな

かったこと」の立証責任を運行供用者、すなわち加害者側に負わせている。その結果、事案によっては、民法 709

条に関しては、被害者が加害者側の過失の立証が困難であるとして加害者側無責であるが、自賠法３条に関して

は、加害者側（運行供用者）が「自動車の運行に関し注意を怠らなかったこと」の立証が困難として加害者側有

責との判断、すなわち、民法 709 条無責・自賠法３条有責事案が発生する場合が認められる。 

 その最も顕著な事例として、道路をセンターラインオーバーした自動車と、それをされた自動車の相互間事故

が認められるが、以下の裁判例（福井地裁平成 27 年 4 月 13 日判決）を確認し、考察を加えたい。 

3-2 福井地裁平成 27 年 4 月 13 日判決（裁判所判例検索事件番号：平成 25(ワ)51）

(1) 事案の概要

本件は、中央線を越えて対向車線に進行した訴外Ｇが保有し被告Ａが運転する普通乗用自動車（以下「Ｇ車」

という。）が対向車線を走行してきた被告Ｅが保有し原告Ｆが運転する普通乗用自動車（以下「Ｆ車」という。）

と正面衝突し、Ｇ車に同乗していた亡Ｇが死亡した交通事故（以下「本件事故」という。）について、亡Ｇの相

続人である原告Ｂ、原告Ｃ及び原告Ｄ（これらの者を併せて、以下「原告Ｂら」という）が、Ｇ車を運転してい

た被告Ａに対しては民法 709 条及び 719 条に基づき、Ｆ車の保有者であり原告Ｆの使用者でもある被告Ｅに対

しては自賠法３条本文、民法 709 条及び 715 条に基づき（ただし、自賠法３条本文に基づく請求は、人損部分

に係る請求に限る。）、連帯して損害賠償金及びこれに対する本件事故の日から支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払を求め（甲事件）、原告Ｆが被告Ａに対しては民法 709 条に基づき、原告Ｂらに対

しては自賠法３条本文又は民法 709 条に基づき、連帯して損害賠償金及びこれに対する本件事故の日又は本件

事故の後の日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求め（乙事件）る事案である。 

 争点は、甲事件では、原告Ｆの本件事故の態様並びに過失の有無及び責任原因 、過失相殺、亡Ｇ及び原告Ｂ

らの損害及びその額であり、乙事件では、本件事故の態様並びに原告Ｆの過失の有無及び過失割合、原告Ｆの損

害及びその額ということになるが、本稿では、被告Ａの過失は明白であるから、原告Ｆの過失の有無及び責任原

因についての裁判所の判断を記載する。

(2) 裁判所の判断（原告Ｆの過失の有無及び責任原因等について）

① 本件事故について、原告Ｆが無過失であったといえるかどうか

ア 本件事故について、被告Ａには、自らが運転していたＧ車を対向車線に逸脱させた過失があることは争い

がないところ、認定事実によれば本件事故直前に、被告Ａが過労のために仮睡状態に陥り、そのままゆるやかに

中央線をはみ出し、ついには対向車線に自車を逸脱させてＦ車と正面衝突したという本件事故の態様からすれ

ば、本件事故の発生について、被告Ａに極めて重大な過失があることは明らかである。

その上で、原告Ｂらは、原告Ｆは本件事故直前に脇見をしていたところ、仮に原告Ｆが脇見運転をしていなけ
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れば、より早い段階でＧ車の動向に気づき、Ｆ車を停車させるなどして本件事故を避けることが可能であったの

であるから、原告Ｆには、本件事故について前方不注視の過失がある旨主張し、原告Ｆが無過失であることを争

っている。 

 これに対し、被告Ｅは、原告Ｆは、本件事故直前に北進車線の路側帯にいた歩行者を見たものの進路前方を全

く見ていなかったわけではない、Ｆ車の先行車の存在等により原告Ｆがより早い段階でＧ車の動向に気づくこと

は不可能であった、仮により早い段階でＧ車の動向に気づいたとしても、対向車線に回避する、その場で停止す

る、クラクションを鳴らすなどの原告Ｂらが主張する措置を咄嗟に講ずることは不可能であったし、仮にこれら

の措置を講ずることができたとしても本件事故が避けられたとはいえないなどと主張している。そこで、以下、

これらの点について検討する。 

 イ まず、原告Ｆは、本件事故直前に北進車線の路側帯の歩行者を見たこと自体は認めているところ、本件全

証拠によっても、原告Ｆが脇見をしていた正確な地点及びその時間は明らかではない。 もっとも、原告Ｆにお

いて、路側帯の歩行者の動向に注意を払うべき事情があったとしても、原告Ｆが自認しているとおり、歩行者の

動向に注意を払うのと同時に、進行道路前方を注視することも不可能ではないことからすれば、原告Ｆに前方不

注視の過失があったかどうかを判断するに当たっては、結局、原告Ｆにおいて、どの段階でＧ車の動向に気づく

ことが可能であったかが問題となる。 この点、Ｇ車が中央線上又はこれを越えて対向車線である北進車線を走

行するようになった後、Ｆ車の前方には先行車が２台存在したところ、Ｆ車からＧ車方向の見通しは、これらの

先行車との位置関係によって左右される。そして、認定事実によれば、先行車①が本件衝突地点の約 49.5ｍ北側

を走行していたとき、Ｇ車はその前方約 29ｍの位置を先行車①と対向して走行しており、先行車①とＧ車はほ

ぼ同速度であったことからすれば、先行車①とＧ車は、本件衝突地点の約 64ｍ北側ですれ違ったことになり、

さらに、原告Ｆが急制動の措置を講ずるまでのＦ車の速度と、Ｇ車の速度がほぼ同速度であったことからすれば、

先行車①とＧ車がすれ違った時点で、Ｆ車は先行車①の約 128ｍ後方を走行していたことになる。 これに対し、

本件事故直前の先行車②とＦ車との距離は、証拠上明らかではない（なお、先行車①の運転者は、先行車②がＧ

車を避けた「直後」にＧ車とＦ車が正面衝突した旨説明しているところ、Ｇ車の速度が時速 50ｋｍであったこ

とを前提とすると、そもそもＧ車が先行車①とすれ違ってからＦ車と衝突するまでの時間は５秒足らずであり、

「直後」という表現をもって、Ｇ車が先行車②とすれ違ってからＦ車と衝突するまでの時間を特定することはで

きないといわざるを得ない。）。その上で、先行車①及び先行車②が中央線の 0.8ｍ内側を走行し（先行車①につ

いては、同車の運転者の説明に基づく位置である。）、Ｆ車が中央線の 0.5０ｍ内側を走行していたことを前提と

した上（原告Ｆの説明に基づく位置である。なお、原告Ｂらは、Ｆ車は、実際には、より中央線に近い位置を走

行していたはずである旨主張するが、これを認めるに足りる的確な証拠はない。）、仮に、先行車②とＦ車との距

離 が 40ｍであり、かつ、先行車②とＦ車が同速度であったとすると、Ｆ車からＧ車の動向を発見することがで

きたのは、早くとも、先行車②が 北進車線の左側の路側帯に回避可能となった時点、すなわち、Ｆ車が本件衝

突地点の約 35ｍ手前（南側）付近に位置していた時点ということになる。 また、上記と同条件の下、仮に、先

行車②がＦ車と先行車①との中間（すなわち、Ｆ車の 64ｍ前方）を走行していたとすると、Ｆ車が本件衝突地
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点の約 50ｍ手前（南側）付近に位置していた時点では、Ｆ車からＧ車の動向を発見することができたと認めら

れる。そして、上記のとおり、Ｇ車が先行車①とすれ違った時点における先行車①とＦ車との距離は約 128ｍで

あり、Ｇ車が先行車①とすれ違った直後に先行車②とすれ違ったとすれば、先行車②とＦ車が 64ｍ以上離れて

いた可能性もあるところ、その場合には、Ｆ車は、さらに手前（南側）の位置でＧ車の動向を発見することがで

きた可能性が高い。 

 ウ 以上の事実に加え、時速 50㎞の車両の停止距離は約 24.48 であるところ、仮に、原告Ｆにおいて、実際よ

りも早い段階でＧ車の動向を発見していれば、その時点で急制動の措置を講じてＧ車と衝突する以前にＦ車を完

全に停車させることにより、少なくとも衝突による衝撃を減じたり、クラクションを鳴らすことにより衝突を回

避したりすることができた可能性も否定できないことからすれば、本件事故について、原告Ｆに前方不注視の過

失がなかったということはできない。 

② 本件事故について、原告Ｆに過失があったといえるかどうか 

 上記で説示したとおり、Ｆ車からＧ車方向の見通しは、Ｆ車と先行車、特に先行車②との位置関係によって左

右されるところ、Ｆ車と先行車②との位置関係は、本件全証拠によっても明らかではない。したがって、原告Ｆ

において、どの時点でＧ車を発見することが可能であったかについては、特定することができないといわざるを

得ない。 

 さらに、原告Ｂら及び被告Ａは、原告Ｆがより早い段階で急制動の措置を講ずることによりＧ車と衝突する前

にＦ車を減速又は停車させていれば、あるいは、クラクションを鳴らしていれば、少なくとも衝突の衝撃が減じ

られた結果、少なくとも亡Ｇの死亡は避けられた可能性があるとも主張するが、結局、Ｇ車と衝突する以前にＦ

車を完全に停車させることが可能であったかどうか（あるいは、どの程度減速を図ることができたか）や、急制

動の措置を講ずることに加えてクラクションを鳴らす程度の心理的余裕があったかどうかは、Ｇ車の動向に気づ

くことができた段階で、Ｇ車とＦ車がどの程度離れていたかに依拠することになる。 そうすると、原告Ｆにお

いて、どの時点でＧ車を発見することが可能であったかを証拠上認定することができない以上、この点からも、

原告Ｆに過失があったと認めることはできないといわざるを得ない。 なお、原告Ｂら及び被告Ａは、原告Ｆに

おいて、上記の措置に加えて、対向車線である南進車線に進入することによりＧ車を回避すべきであったとも主

張するが、被告Ａが中央線を越えて北進車線に進入していることに気がついた場合、直後にＧ車を南進車線に戻

す可能性もあり得ることからすれば、Ｆ車が対向車線である南進車線に進入すること自体危険を伴う行為であ

り、原告Ｆにおいてかかる措置を講ずるべきであったとはいえない。  

 以上によれば、本件事故について、原告Ｆに前方不注視の過失があったということもできない。 

③ 小括 

 以上のとおり、本件事故について原告Ｆは無過失であったと認めることはできない一方、原告Ｆに過失があっ

たとも認められない。 したがって、被告Ｅは、原告Ｂらに対し、自賠法３条に基づき、本件事故により亡Ｇの

生命又は身体が害されたことにより受けた損害の限度でこれを賠償する義務を負う一方、民法 715 条に基づく

損害賠償義務を負わない。 



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第６号 

49 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.6 

 他方、被告Ａは民法 709 条に基づき、亡Ｇは自賠法３条又は民法 709 条に基づき、それぞれ原告Ｆに対して

損害賠償責任を負うことについては当事者間に争いがないところ、原告Ｆに前方不注視の過失があることを前提

とした過失相殺の主張は認められない。 

 

(3) 考察 

① 判決について 

 上記福井地裁平成 27 年 4 月 13 日判決は、Ｆの民法 709 条無責、Ｅの民法 715 条無責・自賠法３条有責事案

ということになると考えられる。すなわち、Ｇ車の同乗者亡Ｇに対しては、Ｇ車運転者ＡとＦ車の保有者であり、

原告Ｆの使用者であるＥの共同不法行為が成立し、不真正連帯債務を負うものである。これは事実認定の問題で

もあり、特段、責任関係についての判断に問題はないものと考えられる。 

② 本件に付随する問題（本稿の命題） 

 訴訟上に現れていないが、Ｇ車の運転者Ａの人身損害については、どのように扱われるのであろうか。 

 運転者Ａは、本件訴訟において、Ｆ及びＥに対して、その人身損害について損害賠償請求を行っていない。し

かし、本件判決文によれば、「本件事故より 1 ケ月の入院治療を要する左腸骨骨折等の傷害を負っている」との

ことであり、詳細な損害額は不明であるが、自賠責の「傷害」の支払限度額の 120万円を超える損害が生じてい

るものと推定される。 

 この場合、亡Ｇ同様に、Ａに対してもＥは民法 715 条無責、自賠法３条有責ということになると考えられる。 

③ 訴外での扱い 

 そうすると、訴外では、自賠責支払基準では、Ａの傷害による損害額を仮に 200万円とし、過失割合が７割以

上であることは明白であるから過失相殺はされず、「重過失減額規定」により２割の減額に留まり15、自賠責保険

金額 120 万円を損害額とみなして、96万円の認定となる。 

④ 訴訟での扱い 

 一方、訴訟の場合、Ａの過失割合は、10割の認定の可能性が高い。すなわち、本判決において、「原告Ｆに前

方不注視の過失があることを前提として過失相殺の主張は認められない」としているからである。つまり、Ａの

 
15 平成 13 年 12 月 21 日金融庁・国土交通省告示第 1 号「自動車損害賠償責任保険の保険金等及び自動車損害賠償責任共済

の共済金等の支払基準」第６減額参照。重大な過失による減額規定に、「被害者に重大な過失がある場合は、次に掲げる表

のとおり、積算した損害額が保険金額に満たない場合には積算した損害額から、また、保険金額以上となる場合には保険
金額から減額を行う」とある。  

                               
＜重過失減額表＞  

 減額適用上の  減額割合  
 被害者の過失   後遺障害または    傷害に係るもの  
 割合     死亡に係るもの       
    7 割未満    減額なし    減額なし  
  7 割以上 8 割未満     2 割減額    
 8 割以上 9 割未満     3 割減額      2 割減額  
 9 割以上 10 割未満     5 割減額    
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損害額を 200万円としても過失割合の結果、賠償額はゼロになってしまうことになる。 

 もし、Ａに対する賠償額がゼロというのであれば、自賠法３条が有責であったとしても、そこには、「被害者

保護」の精神は、まったく発揮されないということになってしまう16。 

このような扱いは、妥当と言えるのであろうか。

⑤ 民法 709 条、715 条無責・自賠法３条有責事案の扱いについて

訴外では、自賠法３条有責事案では、被害者は自賠責支払基準による損害賠償額の支払いを受けられる。とこ

ろが、訴訟では、民法 709 条、715 条無責・自賠法３条有責事案というのは、上述のように 10割の過失相殺に

より、賠償額がゼロになってしまうというのは、自賠法の趣旨からして不合理であると考えざるを得ないのでは

ないだろうか。

すなわち、自賠法３条有責事案は、自賠法 16 条の３第 1項の規定、すなわち、「保険会社は保険金等を支払う

ときは、死亡、後遺障害及び傷害の別に国土交通大臣及び内閣総理大臣が定める支払基準に従ってこれを支払わ

なければならない」とされており、自賠法３条有責事案は、少なくとも自賠責支払基準による損害賠償額の認定

を行わざるをえないではないだろうか。これは、最高裁平成 18 年判決に矛盾するものではない。 

すなわち、最高裁平成 18 年判決が、被害者が保険会社に対し、保険金額の範囲内で支払基準を超える支払を

求めた訴訟において、本来、「被害者は支払基準に拘束されないから、保険金額の限度において、支払基準を超

えて損害賠償額を保険会社に請求し得る」とすべきところであった。

 ところが、「裁判所は支払基準に拘束されない」という文言を使用した結果、支払基準による損害賠償額を下

回る認容を可能として、通説がそれを支持し、さらに、最高裁平成 24 年判決が、これを引用して、解釈を重ね

た結果、同解釈が確定的となり、その深刻度は一層、高まったものと考えられる。

しかし、最高裁平成 18 年判決は、自賠責保険の保険金額を限度に、自賠責支払基準を超える認定を行うこと

を妥当とするものであり、過失相殺を行った結果、自賠責支払基準を下回ることを妥当としたものではない。こ

れは、民事訴訟法上の処分権主義の観点からも言えるののではないだろうか。すなわち、民事訴訟法 246 条は、

「裁判所は、当事者が申し立てていない事項について、判決をすることはできない。」と規定されている。

 被害者が自賠責支払基準で認容される損害賠償額を下回る請求を行うことはあり得ないことから、それ以上の

請求した場合、保険会社は少なくとも自賠法 16 条の３第１項で自賠責支払基準に拘束されているから、裁判所

は本来、自賠責支払基準を下回る判決を下すことはできないはずである。

 したがって、総損害に対し過失相殺を適用し、通常の損害賠償額が自賠責支払基準により算定した損害賠償額

を上回る場合は、保険金額を限度に認定し、下回る場合は、自賠責支払基準によって算定された損害賠償額を認

定するということが、最高裁平成 18 年判決がしめした、「被害者保護」の精神だったのではないだろうか17。 

16 拙稿②・前掲注５・37 頁脚注参照。自賠責制度の創設当時は、自賠責の支払基準に重過失減額規定はなく、そのまま過失

相殺が行われた。その場合、被害者対する損害賠償額の支払いが限りなくゼロになる可能性があるため、重過失減額規定

が導入された経緯にある。法定化された自賠責支払基準においても同規定は継承されている。一方、政府保障事業では、創
設以来、加害者、被害者双方の過失割合を認定した上で、過失相殺の適用を行っていたが、平成 19 年国土交通省告示第 415
号「自動車損害賠償保障事業が行う損害の填補の基準」により、自賠責保険と同様の取り扱いとなった。

17 高野・前掲注 13 参照。高野は日本交通法学会のシンポジウムで、第三の見解として、「片面的拘束説」（被害者側から主張
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 これを「裁判所は自賠責支払基準に拘束されない」として、自賠責支払基準を無視して、被害者保護に悖るよ

うな下級審の判断が妥当しないことは、上述したように、本訴訟事例から想定されるＡの損害賠償額の自賠責支

払基準による認定方法で説明できるのではないだろうか。

4. おわりに

最高裁平成 18 年判決は本来、被害者保護の観点から「裁判所は自賠責支払基準に拘束されない」との法解釈

を行い、自賠責支払基準を超える損害賠償額の支払認定を行った。しかし、繰り返しになるが、その後の下級審

が同判旨を踏襲しながら、実際は被害者保護にもとる認定を行っており、極めて遺憾な状況が発生している。

この点、自賠責の支払基準を法定化するにあたり、平成 13 年 6 月 21 日参議院国土交通委員会において、「自

動車損害賠償保障法及び自動車損害賠償責任再保険特別会計法の一部を改正する法律案」が議題とされ、同日、

同法律案の審査のため、参考人出席・意見陳述・質疑後、採決となった。それまでの自賠責保険制度が、政府の

再保険による自賠責保険の支払チェックを通じて、大きな問題もなく適正化が図られてきたとの経緯がある18。 

 その様な状況下で、本審議において、一貫して、議論されていたことは、制度改定後の「被害者保護・救済」

の劣化に対する懸念であった19。しかし、現状は残念ながら、訴訟においては、被害者保護のための自賠責支払

基準について、そのような扱いになっておらず、同委員会の懸念を大きく超える状態となっているのでないかと

考えられる。
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の法定化）の趣旨にかなう、と発言している。
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【Abstract】 

Act on securing compensation for automobile accidents stipulates that A person that puts an automobile 

into operational use for that person's own benefit is liable to compensate for damage arising from the 

operation of the automobile if this results in the death or bodily injury of another person and that the victims 

will be protected and relieved by combining compulsory automobile liability insurance to guarantee this. 

This spirit is further strengthened by various systems, and through its provisions, it thoroughly adheres to 

the spirit of "victim protection and relief" as a special law of road traffic law, administrative law and civil 

law, and has a high degree of perfection. It can be called a victim protection legislation. By the way, from 

the viewpoint of burden of proof, there may be cases of irresponsible cases for article 709, 715 of the civil 

code and responsible cases for article 3 of act on securing compensation for automobile accidents. 

 Therefore, after confirming non-restrictiveness of court payment standards, I consider it based on the 

judicial precedents of similar accidents. 
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【 論 説 】
COVID-19における若者の旅行意欲についての考察 

A Study of Young People's Willingness to Travel in COVID-19 

角谷 尚久*

Naohisa Kakutani 

【要 旨】

本稿では、将来の旅行市場拡大の可能性に鑑み重要であるマーケットについて、COVID-19 における若者の

旅行意欲を探り、分析を行ったものである。分析の結果、若者の旅行意欲には、「旅行頻度」「目的地」「消費

額」の３要素の重要度が高く、その中でも「旅行頻度」との相関関係が強いことが判明した。長期的な視野に

立つと、旅行市場拡大においては若者マーケットが重要であるゆえに、その機会の増大のために様々な環境整

備が必要である結果が見いだされ、本稿の考察を通してその方向性を提言した。

キーワード：COVID-19、旅行意欲、GoTo Travel キャンペーン

Ⅰ. はじめに 

1. 研究の背景

我が国の 2019 年の旅行総消費額は前年比 8.2％増の 31.6 兆円となり、堅調に増加していた。内訳として、国

内旅行が 22 兆円(69.5%)、海外旅行が 4.9 兆円(15.3%)、訪日旅行が 4.8 兆円(15.2%)となっている1。それぞれの

伸び率を 2018 年と比較すると、国内旅行がプラス 7.3%、海外旅行がプラス 13.9%、訪日旅行がプラス 50.0%と

なっている。これらのことより観光産業の発展には国内旅行、海外旅行、訪日旅行がバランスよく発展すること

が必要であるといえる。

2003 年 1 月に小泉純一郎首相が施政方針演説において、「訪日旅行者数を 2010 年までに 1,000 万人とす

る」という目標2を掲げて以来、インバウンド市場を中心に国の基幹産業とすべく大きく舵が切られた。2003

年に 521 万人であった訪日外国人観光客数は 2010 年にこそ 861 万人と当初の目標を達成することは出来なか

ったが、2013 年に 1036 万人と目標を超えた。2013 年に設定した新たな目標は 2016 年に 1800 万人、オリン

ピックの行われる 2020 年に 2000 万人という数字であったが、2016 年の実績は 2404 万人となり、政府は

2020 年の目標を 4000 万人3へと大幅に上昇させた。直近である 2019 年には 3188 万人の訪日外国人観光客を

迎えるに至った。東京オリンピックの経済効果の調査（長田等 2015）によると 2020 年に開催される東京オリ

ンピックは、主として、訪日観光需要の増加と関連する建設投資の増加という２つの経路を通じて、わが国経

済にプラスの効果を及ぼすと述べられている。過去のオリンピック開催国の経験をみると、外国人観光客は、

オリンピック開催年に観戦客によって押し上げられるだけでなく、開催が決定された頃から従来のトレンドを

上回るかたちで増え始めるというパターンが観察される。みずほ総研(2014)によると、オーストラリアでは、

* 名桜大学国際学群上級准教授 Senior Associate Professor, Meio University
1 JATA「数字が語る旅行業 2020」より

2 第 156 回国会における小泉内閣総理大臣施政方針演説（2003 年 1 月 31 日）

3 2016 年 3 月 30 日に開催された明日の日本を支える観光ビジョン構想会議にて安部晋三内閣総理大臣が表明した。
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シドニーオリンピック開催を契機として取り組んだ観光客誘致策が奏功したことから、開催年（2000 年）の外

国人観光客数は、開催決定前のトレンド対比で、２割以上増加した事実を指摘している。同様の傾向は、ギリ

シャ（アテネ、2004 年）や中国（北京、2008 年）、英国（ロンドン、2012 年）でも確認されている。

これらの傾向より 2019 年に 3188 万人の訪日外国人観光客の実績から東京オリンピックのある 2020 年の

4000 万人の目標の達成見込みは十分にあったと思われる。 

しかしながら、2019 年 12 月に中国武漢にて発生した4COVID-19 により、WHO（世界保健機構）は 2020

年 1 月 30 日に「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」（PHEIC） を宣言し、2020 年 3 月 11 日には

WHO がパンデミック相当との発表を行った。日本においても、2020 年 1 月の訪日外国人観光客数は 266 万人

(対前年 98.9%)であったものの、2 月は 108 万人(対前年 41.6%)、3 月は 19 万人(対前年 7.0%)5と落ち込んでい

った。その後、4 月 7 日に当時の安倍晋三首相により 1回目の緊急事態宣言が発出されると、訪日外国人観光

客の入国に制限がかかり、4 月は 2,917 人(対前年 0.1%)、5 月は 1,663 人(対前年 0.06%)、6 月は 2,565 人(対前

年 0.09%)と壊滅的になり、2020 年トータルにおいても合計 411 万人(対前年 12.9％)となり回復の見込みは立

っていない。

これらは、訪日外国人観光客により経済的に潤っていた観光産業業界を直撃し、関連する各産業(旅行業、運

輸業、宿泊業をはじめとする観光関連の各産業)は収益面において大変苦戦を強いられている。一例をあげる

と、運送業の ANAホールディングスは 2021 年 3 月期の決算において 5100億円6、旅行業のＫＮＴ─ＣＴホー

ルディングスは 370億円7といずれも上場以来最悪の赤字見込みを公表している。東京商工リサーチに8よる

と、2020 年（1-12 月）の宿泊業の倒産は前年から 1.5倍増の 118件（前年比 57.3％増）に急増し、2013 年以

来、7 年ぶりに 100件台に達した。このうち、新型コロナウィルス感染拡大を要因とした倒産は 55件発生し、

宿泊業の倒産のほぼ半数（構成比 46.6％）を占めた。業種別の構成比では、新型コロナウィルス関連倒産件数

トップの飲食業（同 16.3％）やアパレル関連（同 16.0％）を大きく上回り最も高い。このように、観光産業に

おいては、COVID-19 の影響を強く受けていることがうかがえる。COVID-19 という未曾有の事態において、

危機的な経済状況を収束させるためには裾野の広い観光産業を回復させる必要がある。その中でも昨今の状況

を勘案し、旅行市場の回復を急ぐことに重点を置くことが肝要であると思われる。

2. 研究の目的

COVID-19 により、海外旅行および訪日旅行が期待できない状況では国内旅行を伸ばさないといけない。日

本政府は、2020 年 4 月に官⺠⼀体型の需要喚起キャンペーンとして GoTo Travel キャンペーンをはじめとす

4 2019 年 12 月 31 日 WHO 中国事務所に対し中国湖北省武漢市で検出された病因不明の肺炎の事例として初めて通知され

た

5 日本政府観光局発表分

6 ANA ホールディングス株式会社 2020 年 10 月 27 日プレスリリース資料  
7 KNT－CT ホールディングス株式会社 2021 年 2 月 9 日プレスリリース資料  
8 東京商工リサーチ宿泊業の倒産動向調査 2020 年（1-12 月）2021 年 1 月 12 日プレスリリース資料  
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る４つの「GoTo キャンペーン事業」9を打ち出した。各キャンペーンの目的は、新型コロナウィルスの影響を

受けた地域における需要喚起と地域の再活性化である。理由として、新型コロナウィルスの感染拡⼤は、観光

需要の低迷や、外出の⾃粛等の影響により、地域の多様な産業に対し甚⼤な被害を与えている。甚⼤な影響を

受けた地域産業において、将来の収益回復の⾒通しを持っていただくためにも、地域を再活性化するための需

要喚起策を実施することが必要なため、甚⼤な影響を受けている観光・運輸業、飲⾷業、イベント・エンター

テイメント業などを対象とし、期間を限定した官⺠⼀体型の需要喚起キャンペーンを講じる10。とあげられて

いる。

COVID-19終息後を踏まえると長期的な視点に立つことが必要である。そこで、本稿では将来の旅行市場に

つながる可能性の高い若者マーケットが重要であることに着目し、その旅行意欲を探り、厳しい環境下におけ

る旅行市場への対応についての提言を行うこととする。

Ⅱ. 先行研究 

COVID-19 による観光産業への影響については、研究が進められている。 

脇本(2020)は、「国民が旅行しようっていうマインドにまだなりきっていない」との意見がある一方、観光動

機を pull 要因（引き寄せ要因）と push 要因（後押し要因）の視点から検討すると、GoTo キャンペーンは、特

殊事情が生んだ push 要因といえると結論づけている。櫛部・伊藤(2020)は SNS を利用したコロナ禍で発生し

た風評被害の調査を行いコロナ禍発生以前より増加している為、システムでの防止の必要性を提言している。深

見(2020)は超高齢化のすすむ島嶼部は、GoTo Travel キャンペーンの事業設計において、事実上ほぼ考慮の対象

外であったのではないかと疑問を呈している。古田(2020)は GoTo Travel キャンペーンが大手企業ばかりが事

業全体を受注し、各地方の実情に合わせた支援形態にはなりづらいものになると危惧している。野口(2020)は所

得が大幅に減っている人や、職を失った人々は、補助が与えられても、観光旅行にいく余裕はないため、GoTo 

Travel キャンペーンで利益を受けるのは恩恵を受けている人の多くは、所得が減っていない人であろうと推測

している。福井(2020)は GoTo キャンペーンについて、目標は「需要喚起」にとどまり、経済成長や雇用の維持

回復さらには消費の拡大すら目標にされていない。そのため地域の経済を再生できるとは考えにくいと述べてい

る。JM Brauner(2020)は、GoTo Travel キャンペーンにより期間中の観光事業に関連した旅行関連症例が顕著

9 キャンペーンは①観光キャンペーン（GoTo Travel キャンペーン）  、②飲⾷キャンペーン（GoTo Eat キャンペーン）  、
③イベント等キャンペーン（GoTo Event キャンペーン）、④商店街キャンペーン（GoTo 商店街キャンペーン）の４つのキ

ャンペーンが計画された。このうち、観光キャンペーン（GoTo Travel キャンペーン）の概要は下記の通りとなる。

・宿泊を伴う、または日帰りの国内旅行の代金総額の１／２相当額（上限 2 万円）を国が支援する。

・給付額の内、７０％は旅行代金の割引に、３０％は旅行先で使える地域共通クーポンとして付与される。

・旅行代金の割引は指定された旅行会社の商品を利用し、支払い時に割り引かれる。

・地域共通クーポンについては、旅行先もしくは隣接する都道府県において、物品の購入もしくはサービスの対価として旅

行期間中にのみ利用することが出来る。

2020 年 7 月 22 日出発分より旅行代金の割引を開始（但し東京都発着分については 2020 年 9 月 18 日発着分より開始）さ

れ、地域共通クーポンについては、2020 年 10 月 1 日出発分より開始された。  
10 令和２年度国土交通省関係補正予算の概要（2020 年 4 月 7 日）  
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に増加していたことが示されたとしている。鈴木(2020)は GoTo Travel キャンペーン終了後の需要剥落懸念につ

いて触れている。石鍋(2020)はコロナにより外出自粛や在宅勤務が続く中で、帰省も含め、日常を離れた環境に

身を置くことが心身両面に与えるプラス効果に改めて気づいた人も多いため、人々の旅行意欲は衰えるどころか

強まった可能性あると言及している。波潟(2020)は緊急事態宣言下での国内旅行の意欲は、男女 20 代の若者が

高く、女性シニアが低いという傾向が見られると述べている。 

 

Ⅲ. COVID-19における若者の旅行意欲の調査 

 本稿では、主に若者(20代)において、COVID-19下における旅行意欲について、その因子を定量的に図るべく

アンケートを実施後、相互関係の解析を行うために数量化理論１類の手法を用いた。 

 

１．調査の設計 

 調査は 2020 年 11 月 25 日より 12 月 12 日にかけて実施した。Google フォームによるオンライン調査とし、

任意かつ無記名による調査とした。調査対象は 20 代とし、アンケートには調査目的、調査が自由意志であるこ

と、データは個人が特定されることのないよう統計的に処理されること並びに管理を厳重に行うことを明記し、

アンケート調査への回答よって同意したとみなした。GoTo Travel キャンペーン自体は 2020 年 12 月 28 日より

中断されているが、本アンケートはキャンペーン期間中に実施したものを採用し、総アンケート回答者 105名の

内、有効回答者数 95名（有効回答率 90.4％）となった。 

 具体的には、「属性（性別、居住地、沖縄への訪問経験）」「旅行頻度」「目的地」「消費額」「自粛中の不満につ

いて」「旅行意欲」「状況が落ち着いたら旅行に訪れたい場所」「旅行への不安・不満」「今後の旅行に求めるもの」

について調査を行った。設定項目については、JTBF 旅行実態調査(2020 年 6 月)を参考に設定した。尚、アンケ

ートにおける自由記述回答については、回答後に筆者にてカテゴライズ化を行った。 

分析方法は、調査対象者の個人的属性について単純集計を行った。そして、アンケート内容について数量化理論

Ⅰ類による分析を行うことにより、旅行意欲の重要度についての分析を行った。 

 

２．分析の結果 

（１）人口統計学的特性 

性別は「男性」34名（35.7％）、「女性」60名（63.2％）、「QUEER」 0名（0％）、「非開示」1名（1.0％）と女

性の回答者のほうが多い結果となった。居住地においては「沖縄県内」25名（26.4％）「沖縄県外」69名（72.6％）

と県外の回答者のほうが多い結果となった。また、沖縄への旅行経験の設問については、「ある」が 61名（64.2%）

（沖縄県在住を含む）、「なし」が 34名となった。 
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表 1 サンプルの属性 

（２）サンプルの回答結果

COVID-19 発生までの旅行頻度については、「半年に１回程度」が最も多く、次いで「１年に１度の旅行」と

続いている。目的地については、「海外を含む」回答が 48名、「国内のみ」の回答が 47名となった。移動費を除

く消費額については 30,000 円が最も多く、次いで 70,000 円、100,000 円の順となった。自粛中の不満について

は、「精神面」についての不満が最も高く、「安全面」、「生理面」へと続いた。旅行意欲について、COVID-19 発

生下において（注：2020 年 7 月より 11 月までの期間）「既に旅行に行った」との回答が 21名、「行かない」と

の回答が 31名、「行きたい」との回答が 43名となった。旅行可能となった場合の訪問先について、「国内」を希

望した回答者が 60名、「海外」を希望した回答者が 35名となり、旅行経験の内際比率との差異がみられた。旅

行への不安・不満については、「COVID-19感染に関すること」が、45名と半数近くに上り、反面、キャンペー

ン趣旨である「費用」いては 6 名と少ない結果に終わった。今後の旅行に求めるものについては、「安全性の確

保」が最も多く、続いて「非日常体験」、「ワクチン・薬の対応」が続いた。尚、各項目の内「旅行頻度」「目的

地」「消費額」については、COVID-19 発生前について、その他については、COVID-19 発生後についての設問

となる。

項目名 カテゴリー名 ｎ数

性別 男性 34

女性 60

Q U EER 0

非開示 1

住居 沖縄県内 25

沖縄県外 70

沖縄への旅行経験 ない 34

ある 61



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第６号 

59 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.6 

表 2 サンプルの回答結果 

 

 

（３）尺度の信頼性と妥当性について 

 アンケートの信頼性および妥当性について数量化理論Ⅰ類の決定係数を用いて検討を行った。決定係数は下記

の数式にて求められる 

 

項目名 カテゴリー名 ｎ数

旅行頻度 全くない 7

何年かに数回 11

年に１回 20

半年に１回 52

毎月１回 5

目的地 県内 2

県外 14

県内、県外 31

県内、海外 8

県外、海外 1

県内、県外、海外 39

消費額(移動費を除く) 5,000 3

30,000 71

70,000 15

120,000 5

200,000 1

自粛中の不満について 安全面 24

精神面 32

生理面 20

不満無し 19

旅行意欲 既に旅行に行った 21

行かない 31

行きたい 43

状況が落ち着いたら 国内 60

旅行に訪れたい場所 海外 35

旅行への不安・不満 費用 6

感染すること 45

感染させること 14

世間体・偏見 19

旅行先での拡大 5

その他 6

今後の旅行に求めるもの 安全性の確保 40

代金の補助 6

ワクチン・薬の徹底 11

多言語対応 4

他人との接触防止 5

非日常体験 29



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第６号 

60 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.6 

 数式にあてはめた結果、決定係数は 0.403 となった。なお、R²の値については、下記の通り定義されている。 

 

表 3 R²の定義 

 

 

 従って、今回のアンケート結果においては、精度は高くないものの信頼性と妥当性を満たしていることが確認

された。 

 

（４）旅行意欲の重要度分析 

 今回、旅行意欲の詳細結果を導出するために数量化Ⅰ類の手法を用いて分析を行った。「旅行意欲」並びに「消

費額」を目的変数として用いる。説明変数として「旅行頻度」「目的地」「消費額」「自粛中の不満について」「旅

行意欲」「状況が落ち着いたら旅行に訪れたい場所」「旅行への不安・不満」「今後の旅行に求めるもの」の各項

目のうち目的変数を除いた項目を用いた。尚、表中のレンジは、要因ごとに最大カテゴリースコアと最小カテゴ

リースコアの差を示したもので、説明変数のレンジの差が大きいほど目的変数に寄与していることを表してい

る。 

 まず、旅行意欲を目的変数とすると、表 4 に表されている通り、レンジによる重要度により最も寄与する要因

は「消費額」である。次いで「旅行頻度」「目的地」が続いている。これらの３項目についてはいずれも COVID-

19 発生前の項目であり、旅行キャンペーンが旅行意欲に繋がっていないことが示唆される。次に表 5 表されて

いるカテゴリースコアの符号から以下の傾向がみられる。今後の旅行に求めるものについては「安全性の確保」

が強く求められていることが判明した。また、自粛中の不満について「安全面」に対するものが強く出ていた。

旅行中の不安・不満については「費用」とともに COVID-19 に「感染すること」に懸念が示される結果となっ

た。さらに、「状況が落ち着いたら訪れたい場所」について、「海外」よりも「国内」のほうが強い結果となった。 

 

表 4 旅行意欲についての重要度 

 
 

R ²の値 精度

0.8以上 非常に良い

0.5以上 良い

0.25以上 やや良い

0.25未満 良くない

項目 最大値 最小値 レンジ 重要度

旅行頻度 0.965 -0.324 1.289 21.9%

目的地 0.432 -0.808 1.240 21.1%

消費額(移動費を除く) 1.159 -0.308 1.468 25.0%

自粛中の不満について 0.291 -0.201 0.492 8.4%

状況が落ち着いたら旅行に訪れたい場所 0.112 -0.191 0.303 5.2%

旅行への不安・不満 0.101 -0.373 0.474 8.1%

今後の旅行に求めるもの 0.215 -0.399 0.614 10.4%

計 5.880 100.0%



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第６号 

61 
Morisita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.6 

表 5 旅行意欲についてのカテゴリースコア 

表 6 消費額についての重要度 

項目 最大値 最小値 レンジ 重要度

旅行頻度 0.150 -0.219 0.369 12.9%

目的地 0.144 -0.422 0.566 19.7%

自粛中の不満について 0.124 -0.192 0.316 11.0%

旅行意欲 0.192 -0.170 0.362 12.6%

状況が落ち着いたら旅行に訪れたい場所 0.250 -0.146 0.396 13.8%

旅行への不安・不満 0.138 -0.339 0.477 16.6%

今後の旅行に求めるもの 0.197 -0.188 0.386 13.4%

計 2.872 100.0%
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表 7 消費額についてのカテゴリースコア 

 
 

 続いて、消費額を目的変数とした分析に目を向けると、表 6 により、重要度により最も寄与する要因は「目的

地」である。次いで「旅行への不安・不満」が続いている。そのあとは、各項目が拮抗する形となった。 

 次に表 7 に表されているカテゴリースコアの符号から以下の傾向がみられる。自粛中の不満について「安全

面」に対するものが強く、次いで「生理面」、「精神面」へと続いていった。旅行意欲については、「行きたい」

が強く、さらに、「状況が落ち着いたら訪れたい場所」について、「国内」よりも「海外」のほうが強い結果とな

った。寄与度は大きくないが、「旅行への不満・不安」の項目において、「費用」が最も弱い結果となった反面、

今後の旅行に求めるものにおいては「代金の補助」が最も強い結果となった。 

 

Ⅳ. 考察 

 これまで見てきたように、旅行意欲についての重要度分析を行った結果、挙げられるのは上述の「旅行頻度」
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「目的地」「消費額」である。旅行頻度は西村11も述べているように旅行の動機付けには重要なファクターであ

る。旅行頻度つまりは旅行経験の多少が旅行意欲の強弱に結び付くことが、今回の調査においてもその裏付けが

なされた。目的地が重要な因子として挙げられるということは、従来の観光キャンペーンなどにみられた価格政

策による需要喚起については高い効果が見込めないことを示唆している。消費者が価格によって行く目的地を変

更すること、具体的に例を挙げると、A という観光地に旅行を予定している消費者を価格政策によって B とい

う観光地に変更させるということが、出来にくいということである。最後に消費額が因子として上がってきてい

ることについて、通常、消費者行動として旅行を計画する際にはまず予算を決定し、その予算内でおいて旅行の

内容を策定していくプロセス経ていくのではないかと思料する。今回の GoTo Travel キャンペーンの問題点と

して藤本(2020)12は、事業がお得であればあるほど比較的高額な旅館やホテルに予約が偏ってしまうことを指摘

しているが、予算が決まっている中で、費用補助があるならば内容をよくしようとする意識が働くことは容易に

想像が出来る。公益財団法人 日本交通公社13によると、日本人の旅行意識のうち旅行の阻害要因について 2008

年時点と 2018 年時点とを比較すると、トップだった「家計の制約がある（37.5％）」は 3位（27.2％）となり、

かわって 1位「仕事などで 休暇がとれない（33.7％）」、2位「家族、友人等と休日が重ならない（31.4％）」と

なった。また、「景気の先行き不安で支出を控える（23.4％）」の選択率は大幅に減少し、5.0％にとどまり、明ら

かに旅行の阻害要因は、家計・経済面から休日・休暇に変わったことを述べている。旅行の動機について「日常

生活から解放されるため」「保養、休養のため」といった逃避や休息を求めるものは減少し、「思い出をつくるた

め」「家族の親睦のため」といった前向きな動機の選択率が増加していることとしている。

 重要度の高い「旅行頻度」「目的地」「消費額」において、相関係数を確認すると、「旅行頻度」の相関係数が

0.948 と一番強くなっている。このことから、旅行頻度と旅行意欲との相関関係が最も強いと考えられる。今後、

旅行頻度を増やすような仕掛けをすることにより、旅行意欲が増え、旅行消費が増加する好循環が生まれると考

えられる。例えば、休暇を取れやすくすることや、シーズンの平準化、さらには、SNS での情報発信の強化な

ど、環境を整えることで、旅行機会が増えることが期待できる。特に自分が価値を感じるものにお金と時間を費

やすことが若者の特徴であり、旅行に付加価値をつけることが重要である。

Ⅴ. おわりに 

 本稿では旅行意欲を高める要素を把握することにより、観光産業とりわけ旅行業界に直面した課題を改善する

方向性について考察を行った。特に旅行市場において将来性のある若者の旅行意欲を調べることにより、今後の

旅行産業を中心とした観光産業の復活に必要な要素を見出し、旅行頻度が最も相関関係が強いことが判明したこ

とは意義深いと考える。旅行機会の増大のために様々な環境整備が必要であることが見いだされた。

11 西村(2014)は、若者の海外旅行離れを解消するためのキーポイントは，自己効力感をいかにして向上させるか，そして動

機づけをいかにして高めさせるかということであると述べている。

12 その他にも当初、東京都を除外したことで、税の受益と負担の不一致から不公平感も生まれていると指摘している。（東

海大学新聞 2020 年 10 月 1 日号）  
13 公益財団法人 日本交通公社 発刊 旅行年鑑 2019 年度版  
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 本稿で触れられていないが旅行市場の拡大に向けての長期的な視点に着眼すれば、GoTo Trave キャンペーン

は旅行の意欲を吹き込むのには大変良い施策であると考える。しかしながら、多くの専門家が指摘しているよう

にその施策の実施方法、実施時期、対象、結果の検討に至るまで更なる綿密な検討を必要とすることに異論はな

いと考える。筆者の考えを付言すると、GoTo Travel キャンペーンによる動機づけについては、当初の目論見通

りの需要喚起に至っていないのではないかと思料される。加えて、GoTo Travel キャンペーンについては、参画

旅行会社について大手が中心となっており、中小の旅行会社に対して恩恵が少ないこと、結果的に取り扱い手数

料が観光地である地方から都市部に還元されてしまうこと、同様に、宿泊施設についても費用単価の高い高級宿

泊施設に予約が集中する結果となり、いわゆるゲストハウスやビジネスホテルなど比較的安価な宿泊施設での利

用が少ないこと、さらには、出発地や旅行先に制限が加えられたことにより、不公平感が生まれたことなどの問

題を改善する必要があると筆者は考える。今回は調査対象を 20 代と限定したが、年齢層により旅行への取り組

み方や可処分所得なども大きな変動があると推測される。これらの相関については、今後の研究課題としたい。 
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【Abstract】 

This paper explores and analyzes the willingness of young people to travel in COVID-19, a market that 

is important in light of the potential for future travel market expansion. As a result of the analysis, it was 

found that the three factors of "frequency of travel," "destination," and "amount spent" have a high 

importance in the willingness of young people to travel, of which the correlation with "frequency of travel" 

is strong. From a long-term perspective, since the youth market is important in the expansion of the travel 

market, we found the results that various environmental improvements are necessary to increase the 

opportunities for this market, and suggested the direction of these improvements through the discussion in 

this paper. 
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【 論 説 】
コロナ禍における宿泊業の動向

− 感染拡大と緊急経済対策に翻弄された 2020年を振り返って −
Trends in the accommodation industry in COVID-19 

- Looking back on 2020 bombarded with the spread of infection and emergency economic measures -

大島 知典*

Tomonori Oshima 

【要 旨】

本稿は COVID-19 の感染状況と国や自治体による感染症対策や経済対策の影響による宿泊業の動向を分析し

たものである。これまで堅調に増加していたインバウンド需要は COVID-19 の感染拡大によりほぼ消滅し、ゲ

ストハウスをはじめインバウンドに依存していた宿泊施設に深刻な影響をもたらした。一方、日本人宿泊需要は

基本的には新規感染者数に応じて増減し、大まかな動向として緊急事態宣言の発令によって壊滅的な状況となっ

た。宿泊事業者を対象に政府は様々な特別支援措置を講じ、金融機関も特別貸付を実施したが、廃業・倒産に至

った宿泊事業者は決して少なくない。一方で、マイクロツーリズムの推進をはじめ高単価の実現に向けた改装や

プライベート重視の宿泊サービスの展開など攻めの経営もみられた。Go To トラベルについても宿泊需要の回

復という効果があった反面、場当たり的な対応、相次ぐ見直しによる制度の複雑化、恩恵の偏在といった問題が

あった。このように、本稿ではコロナ禍において感染拡大と緊急経済対策に翻弄された宿泊業の動向を明らかに

することができた。しかし、宿泊事業者がこの危機的状況から脱却するための示唆を得ることができなかった。

コロナ禍における攻めの経営の個別事例を分析し、with コロナ・after コロナの宿泊経営のあり方を検討する

ことが今後の課題である。

キーワード：宿泊業、COVID-19、緊急事態宣言、Go To トラベル事業

1. はじめに

新型コロナウィルス感染症（以下、COVID-19 と表記）の世界的な大流行は、世界の観光業に甚大な影響を

及ぼしている。UNWTO（国連世界観光機関）は、前例のない観光需要の減少と観光を目的とした広範な渡航

の制限により、「2020年に世界の観光は史上最悪の年を迎えた」と公表した1。最新のデータによれば、2020

年の国際観光客到着数は前年比で 74%減少し、各国・地域への入国者・入境数は 10億人の減少、国際観光収

入は約 1兆 3,000億米ドル（約 136兆円）の損失、中小企業を中心に観光にかかわる 1億から 1億 2,000万人

の雇用が危機的状況にあるとしている。

日本においても COVID-19 の観光業への影響は深刻なものとなっている。2003年に訪日外国人旅行者の増

加を目的としたビジット・ジャパン事業が開始されて以来、リーマンショックや東日本大震災などのマイナス

要因はあったものの、訪日外国人旅行者数は堅調に増加してきた。2013年に訪日外国人旅行者数が史上初めて

1,000万人を達成すると、その後は円安や観光ビザ発給要件緩和の追い風もあって 8年連続で過去最高を記録

し、2016年には 2,000万人、2018年には 3,000万人を達成した。本来であれば、2020年は東京オリンピッ

* 阪南大学流通学部准教授 Associate Professor, Faculty of Business Administration, Hannan University
1 United Nations World Tourism Organization (2021.1.28) 2020: WORST YEAR IN TOURISM HISTORY WITH 1
BILLION FEWER INTERNATIONAL ARRIVALS, https://www.unwto.org/news/2020-worst-year-in-tourism-history-
with-1-billion-fewer-international-arrivals
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ク・パラリンピック競技大会が開催され、訪日外国人旅行者数 4,000万人という目標も掲げられていたが、入

国制限や各国の渡航制限によるインバウンド需要の蒸発、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急

事態宣言による不要不急の外出ならびに他都府県への往来の自粛により観光業は甚大な損害を被った。 

 本稿は、COVID-19 の感染状況と国や自治体による感染症対策や経済対策の影響による宿泊業の動向を分析

したものである。COVID-19 と宿泊業に関しては、COVID-19 の特定地域の宿泊業への影響など個別事象を対

象とした研究や、with コロナ・after コロナの宿泊業に関する研究があるが、COVID-19 の影響による宿泊業

の動向について概観したものは存在しない。たしかに、全国には 5万軒以上の宿泊業者が存在し、それぞれ直

面する課題、課題解決への取り組みが異なるため、その全てを網羅することは困難である。しかし、個別事象

に関する研究や with コロナ・after コロナの宿泊業に関する研究を展開するうえでも、一連の経緯を整理して

おくことが重要であり、そこに本稿の意義があると考える。 

 

2. 世界的な感染拡大とインバウンドへの影響 

1) COVID-19 の感染拡大 

 事の発端は、2019年 12月 31 日に武漢市衛生健康委員会による「中国湖北省武漢市での原因不明肺炎の発生」

の報告であった。日本のメディア数社も、この情報をネットニュース等で取り上げていたが、感染症の専門家な

どの一部を除き、ほとんどの人が注視することはなかった。しかし、2020年 1月 5 日に WHO（世界保健機関）

は武漢市における原因不明ウィルス生肺炎の集団感染（アウトブレイク）を世界に公表し2、1月 12 日に原因ウ

ィルスが新型のコロナウィルスであることを公表した3。その後、中国国内において症例数が増加し、また、他

国でもヒト−ヒト感染が確認されたことから、1 月 30 日に COVID-19 のアウトブレイクについて、国際的に懸

念される公衆衛生上の緊急事態（public health emergency of international concern：PHEIC）であると宣言が

なされた4。日本政府は、2月 1 日に COVID-19 を感染症法に基づく「指定感染症」（二類相当）及び検疫法に基

づく「検疫感染症」に指定し、それに先立って 1月 30 日に新型コロナウイルス感染症対策本部を設置した。 

 日本国内での感染状況については、1 月 16 日に神奈川県内で国内第 1 例目となる武漢旅行歴のある感染者が

報告された。集団感染が確認されたクルーズ船「ダイヤモンド・プリンセス号」（世界 57 ヶ国から乗客・乗員

3,713 人が乗船）では、2月 1 日に最初の感染者が確認されてから 4月 15 日までに 712 例（死亡 13 例）が確認

されたが、本船に関連した国内での二次感染は外部から対策に入った検疫官や船会社の医師らの感染 9 例に留

まった5。しかし、2 月 13 日に判明した 1 月 18 日に東京都で行われた屋形船での新年会に端を発したクラスタ

ー発生、国内外から約 200 万人の観光客が訪れた「さっぽろ雪まつり」（2 月 4 日~11 日開催）に関連したクラ

 
2 World Health Organization (2020.1.5) Pneumonia of unknown cause – China. 
3 World Health Organization (2020.1.12) Novel Coronavirus – China. 
4 World Health Organization (2020.1.30) Statement on the second meeting of the International Health Regulations 
(2005) Emergency Committee regarding the outbreak of novel coronavirus (2019-nCoV).) 
5 厚生労働省（2020.4.16）「新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和２年４月 16 日

版）」https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10887.html 
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スター発生、和歌山県内の医療機関での国内初の院内感染事例が確認された。 

 国内での感染例は、2月 1 日で 14~15 例目、2月 13 日に国内初の死亡例、3月 1 日で約 250 例（死亡 6 例）、

3 月 10 日で約 500 例（死亡 24 例）と増加し、3 月 21 日には 1000 例を超え、国内での感染拡大が顕著になっ

た。国内での感染拡大を受けて、2 月 26 日には全国的なスポーツ、文化イベント等について中止、延期、規模

縮小等の対応が要請された。また、北海道では新規感染者数が全国でも突出して多かったことから、2 月 28 日

に独自の緊急事態宣言が発出された。3月 1 日には厚生労働省が集団感染防止のために、換気が悪く、人が密に

集まって過ごすような空間に集団で集まることを避けるよう注意喚起をした。ちなみに、3 月 12 日に WHO は

COVID-19 がパンデミック（世界的な大流行）に至っているとの認識を示した。 

 

2) インバウンド需要の蒸発 

 COVID-19 の宿泊業への影響は、2020 年 1 月 27 日に中国政府が団体旅行とパッケージツアーでの海外渡航

を禁止し、2月以降に日本政府が外国人の入国制限を開始し始めたのをきかっけに顕著に現れた。観光庁「宿泊

旅行統計調査6」によれば、外国人延べ宿泊者数は、1 月は前年同月比+16.9%で 970 万人泊であったが、2 月は

同比-41.3%で 485万人泊であり、インバウンド需要は大幅に減少した。なお、愛知県の旅館「冨士見荘」が、中

国人ツアー客のキャンセルが相次ぎ、2 月 21 日までに事業を停止し、3 月 30 日に破産開始決定を受けており、

東京商工リサーチによれば COVID-19 による初の経営破綻だとされている7。一方、日本人延べ宿泊者数は、1

月は同比+7.7%で 3345 万人泊、2 月は同比+3.3%で 3,259 万人泊であり、日本人宿泊需要に大きな変化は見ら

れなかった。客室稼働率については、1月は全体の客室稼働率は前年同月差+0.8％の 54.0%で変化はなかったが、

シティホテルの客室稼働率は同差-2.1%の 67.6%と減少に転じた。2月は全体の客室稼働率は同差-8.0%の 53.0%

で、シティホテルは低下幅が最も大きく、同差-19.2%の 60.2%となった。 

 そうした状況にあって、政府は COVID-19 の影響を受ける事業主を対象に「雇用調整助成金」の特例措置を

実施した。雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対し

て一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助

成する制度である。2月 14 日には、中国人観光客の急減により影響を受ける事業主を対象に特例措置8が実施さ

れ9、2月 28 日には、日本人観光客の減少の影響を受ける観光関連産業をはじめ新型コロナウイルス感染症の影

 
6 観光庁「宿泊旅行統計調査 令和 2 年 1 月～12 月分（速報値）」

https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html 
7 東京商工リサーチ（2020.2.25）「（株）冨士見荘〜「新型コロナウィルス」による初の経営破綻〜」https://www.tsr-
net.co.jp/news/tsr/20200225_01.html 
8 日本・中国間の人の往来の急減により影響を受ける事業主であって、中国（人）関係の売上高や客数、件数が全売上高等

の一定割合（10%）以上である事業主を対象に、①販売量、売上高等の事業活動を示す生産指標の確認対象機関を３か月か

ら１か月に短縮する②最近３か月の雇用指標が対前年比で増加していても助成対象とする③事業所設置後１年未満の事業主

についても助成対象とする④休業等に係る計画届の事後提出を可能とした。  
9 厚生労働省（2020.2.14）「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例を実施します」

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09477.html 
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響を受ける事業主へと特例措置の対象事業主の範囲が拡大された10。また、政府系・民間金融機関による実質無

利子・無担保融資の上限額を拡充などの資金繰り対策や、将来の観光需要の回復に向けて、魅力的な滞在コンテ

ンツの造成、多言語表示などの受入環境整備、観光地の誘客先の多角化等の支援等も決定された。 

 一方、3月 23 日には政府による観光関連業界を対象とした COVID-19 の実体経済への影響に関する集中ヒア

リングが実施され、日本旅館協会の日本旅館協会会長の北原茂樹氏は、資金繰り支援の大幅な拡大、既往債務の

返済猶予、雇用調整助成金の大幅な拡充・申請手続きの迅速化・簡素化、公租公課や NHK受信料の減免、旅行

需要喚起策の大規模な実施を要望した11。 

 

3) 宿泊業界における感染予防対策のはじまり 

 宿泊業界でいち早く COVID-19 に対峙し、感染予防対策を講じたのが千葉県の「勝浦ホテル三日月」である。

ロックダウン（都市封鎖）が実施されていた武漢市から日本政府のチャーター便で帰国した 206 人のうち、特段

の症状がなく、宿泊施設での経過観察を希望した 191 人を受け入れた。勝浦ホテル三日月は「様々な困難がある

ことも予想されましたが、同じ日本人として、帰国者のために、政府の要請に応えることを決断した」と公表し

た12。 

 感染症科を擁する亀田総合病院（千葉県鴨川市）の医師が三日月に常駐し、スタッフは極力接触を避けてサー

ビスを提供するなど、病院と協力して受け入れ体制を構築した。二次感染や風評被害のリスクもあったが、スタ

ッフや地域で一人の感染者も出すことなく、世間からも社会貢献への姿勢が高く評価された。そして、そこで培

われた感染予防対策のノウハウはのちに一般の宿泊客を受け入れる際にも活かされており、ハード面とソフト面

での感染予防対策を何度も見直すことで、より安全な受け入れ体制を構築した。 

 また、6月には感染予防対策の数々を独自の感染防止ガイドライン「三日月スタンダード」として公表してお

り、三日月グループ企画室の黒川氏が「しっかり対策をしているホテルだから泊まりに来ました、というお客様

の声が本当に多い」と述べているように、安全性が宿泊客への訴求ポイントとなっている。はじまりは社会貢献

であったが、早期から COVID-19 に対峙した経験に基づき十分な感染予防対策を講じ、安全性を積極的にアピ

ールしたことが、結果的には顧客の獲得にもつながっている。 

 

3. 国内感染拡大と宿泊需要の低迷 

1) 緊急事態宣言による国内宿泊需要の蒸発 

 2020年 3月下旬から 4月上旬にかけては国内での新規感染者数が急激に増加した（第 1波）。関東首都圏・関

 
10 厚生労働省（2020.2.28）「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金の特例措置の対象事業主の範囲の拡大

について」https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_09852.html 
11 内閣府（2020.3.21）「第 3 回「新型コロナウイルス感染症の実体経済への影響に関する集中ヒアリング」議事要旨」

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/keizaieikyou/index.html 
12 トラベルボイス（2020.1.31）「政府、中国・武漢市からの帰国者滞在を「勝浦ホテル三日月」に要請、宿泊料は政府負

担」https://www.travelvoice.jp/20200131-145296 
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西での感染者が増加傾向にあることから、大阪府では 3月 19 日に週末 3連休の大阪府と兵庫県の往来自粛が要

請された。東京都でも 3月 23 日にロックダウンの可能性が示唆され、3月 25 日には週末の不要不急の外出自粛

が要請された。しかし、感染拡大に歯止めがかからず、医療提供体制が逼迫しつつあったことから、日本政府は

医療崩壊の回避等を目的として、4月 7 日に東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の 7都府県を対象に、

5 月 6 日まで新型コロナウイルス対策の特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を発令し、4 月 16 日にはその対

象区域を全都道府県に拡大した。国内の感染状況について、日ごとの差はあるものの、4月 8 日以降は 1 日の新

規感染者数は 500 人に上り、4 月 20 日に累積感染者数は 1 万人を超えるに至った。緊急事態宣言前後より新規

感染者数は減少傾向に転じるも目標水準に達しておらず、医療提供体制は依然として逼迫していることから、5

月 4 日に緊急事態宣言の期限を 5月 31 日まで延長することが決定された。 

 宿泊業においても、COVID-19 の影響が顕著に現れた。外国人延べ宿泊者数が 3 月には前年同月比-86.5%で

113 万人泊、4 月には同比-97.4%の 26 万人泊であり、インバウンド需要は蒸発したともいえる状況となった。

なお、5月以降も状況は改善されず、2020年の外国人延べ宿泊者数は前年比-84.4%で 1,803万人泊となり、2007

年の調査開始以降で最低の結果となった。 

 一方、日本人延べ宿泊者数は、3 月には前年同月比-40.7%の 2,281 万人泊、4 月には同比-71.1%の 1053 万人

泊、5 月には同比-81.6%の 766 万人となった。2 月までは日本人宿泊需要に大きな変化が見られなかったが、3

月以降には減少傾向に転じた。客室稼働率についても、3月は前年同月差-30.4%の 32.4%、4月は同差-48.1%で

16.6%、5月は同差-50.3%で 12.9%と壊滅的な状態に陥った。客室稼働率については、3月は全体で前年同月差-

30.4%の 32.4％で、あらゆるタイプの宿泊施設で客室稼働率が低下し、4月は同差-48.7%の 16.3%、5月は-50.3%

の 12.9%と壊滅的な状態に陥った。 

 東京商工リサーチ13によると、宿泊業の 2020 年 4 月の倒産（負債額 1 千万円以上）は 25 件で、2011 年 5 月

の 29 件に次ぐ、月間で過去 2 番目を記録した。このうち COVID-19 関連の倒産は 15 件で、インバウンド需要

や団体旅行需要が目立ったが、慢性的な赤字経営や債務超過、過剰債務など既往のしわ寄せに、COVID-19 の影

響が決定打となって倒産に至ったと推測される事例が見受けられた。2020 年は東京オリンピック開催などで宿

泊業にはインバウンド需要の追い風が期待されたが、東京オリンピックの 1年延期が決定し、先行投資の負担と

業績悪化の狭間で事業継続の岐路に立たされる宿泊業者が急増していると分析されている。さらに、宿泊業はイ

ンバウンド需要に依存した業者や、資金力の乏しい小規模事業者も多く、しばらく倒産は高水準をたどる可能性

があるとも予測されている。 

 

2) 緊急事態宣言下における宿泊業の休業 

 緊急事態宣言下では多くの宿泊業が休業に踏み切った。緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県は、特措法

に基づき外出自粛、施設利用の制限、在宅勤務（テレワーク）や時差出勤等の推進を要請することができる。宿

 
13 東京商工リサーチ（2020.5.13.）「【新型コロナウイルス関連】2020 年 4 月「宿泊業」倒産状況」https://www.tsr-
net.co.jp/news/analysis/20200513_06.html 
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泊業に関しては、「集会の用に供する部分」を除いて特措法の対象外となったが、緊急事態宣言の対象区域が全

都道府県に拡大されたことを受けて、全国知事会は人の動きを抑制するために宿泊業を休業要請の対象とするよ

う国に求める緊急提言をまとめた14。自治体によっては独自で宿泊業に休業要請を実施し、休業要請に応じたホ

テルや旅館に協力金を支給する制度を設けた。 

 春の大型連休を含め 4 月から 5 月には全国的に多くの宿泊業が休業を余儀なくされ、一方で宮城県の鳴子温

泉や兵庫県の城崎温泉では自治体からの休業要請に基づき、旅館協同組合に加盟する施設が一斉休業に踏み切る

という措置も見られた。デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリーが実施した COVID-19 による宿泊

関連業への影響に関する調査結果15では、調査対象の全国約 700 施設のうち約 82%に当たる 550 施設以上が休

業したと報告されている。ただし、客室平均単価 5 万円以上の高級宿泊施設に関しては、休業した施設が 53%

に留まっており、高級施設が 3密を避けられる構造であったこと、高いリピーター率などの特性により、いわゆ

る「富裕層のコロナ疎開」の需要に合致し、休業せずとも営業を保つことができたことが理由としてあげられて

いる。ちなみに、星野リゾート代表取締役社長の星野佳路氏は、星野リゾートでは宿泊業に休業要請が発出され

た地域では休業し、それ以外の地域では営業を継続することがプラスとなる場合には営業を継続し、マイナスと

なる場合には休業したと述べている16。 

 多くの宿泊業が苦戦を強いられる中で、政府により「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が策定され、

宿泊業も対象となる様々な支援措置が講じられた。その一環として、5月 1 日に緊急経済対策の一環として「持

続化給付金事業」が開始された。持続化給付金とは、COVID-19 の影響等により、事業収入が前年同月比で 50％

以上減少している中小法人や個人事業者を対象に、事業継続のために幅広い用途で使用できる給付金を支給する

制度である。 

 しかし、個人事業者による住宅宿泊事業いわゆる民泊が対象外とされたことで、不公平感が広がっていること

が問題として取り上げられた17。持続化給付金は、あくまで「事業収入」が前年同月比で 50％以上減少している

事業者を給付対象とし、法人による民泊の売上は税務上「事業収入」に区分されるため給付対象となるが、個人

事業者による民泊の売上は税務上「雑所得」に区分されるため給付対象外となる。同業種の法人には給付される

が、個人事業者には給付されないという問題として制度改正が求められた。 

 6 月 29 日には給付対象が拡大され、主たる収入を雑所得で確定申告をした個人事業者も、前年の月平均収入

に比べて収入が 50%以上減少している場合には給付対象となった。しかし、あくまで民泊の売上が「主たる収

入」となっている必要があり、副業の場合は依然として給付対象外であった。 

 

 
14 観光経済新聞（2020.4.27）「「旅館・ホテルを休業要請対象に」全国知事会が提言」  
15 デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー（2020.8）「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による宿泊関連業

への影響と今後の予測  タイプ別宿泊施設の回復予想と、投資家ニーズの変化について」  
16 月刊ホテル旅館（2020.8）『旅館の投資戦略 商品価値を高めてコロナ禍を乗り切れ！』93 頁 . 
17 東京新聞（2020.6.29）「個人の「民泊」は持続化給付金の対象外 広がる不公平感」https://www.tokyo-
np.co.jp/article/38514 
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3) 宿泊業界における新たな取り組み 

 コロナ禍に活路を見出すべく、宿泊業者による新たな取組みも展開された。テレワーク需要が増加する中で、

客室を貸し出すテレワークプランやデイユースプランなどが販売された。さらには、観光地やリゾート地など普

段の職場とは異なる場所に短中期的に滞在し、テレワークを活用しすることで働きながら休暇取得を行う「ワー

ケーション」の専用プランも開発された。また、宿泊施設を支援するためのクラウドファンディングが展開され、

宿泊日を後で決める宿泊チケットの販売サービスなども開始された。ホテルや旅館による料理のテイクアウトや

デリバリーも開始され、中には温泉水を販売する温泉旅館も現れた。例えば、福井県あわら市の温泉旅館「グラ

ンディア芳泉」は、「さぁ！お家が温泉旅館だ！」をコンセプトに、総料理長監修の懐石料理弁当「芳泉の玉手

箱」、あわら温泉でしか味わえない地酒「女将」、あわら温泉の源泉 10 リットル、浴衣と帯をテイクアウトする

サービスを開始した18。また、5670（コロナゼロ）円宿泊プランや 5,670円引き宿泊キャンペーン、医療従事者

に向けた宿泊無料または割引キャンペーンなども開始された。なお、休業期間を経営体制の見直しや商品価値の

向上の機会と捉え、業務オペレーションの改善、従業員研修の実施、施設の補修や改修など COVID-19 の収束

を見据えた動きも見られた。 

 

4. Go To トラベル事業と宿泊業の混乱 

1) 緊急事態宣言解除と観光振興 

 大型連休明けには、新規感染者数および重症者数は減少し、病床・宿泊療養施設等の逼迫状況も改善されたこ

とから、5月 14 日に 39県で緊急事態宣言が解除され、それに伴って、都道府県ごとに休業要請も段階的に解除

されていった。5 月 25 日には緊急事態宣言が全面解除されたが、首都圏を中心に都道府県を跨ぐ移動自粛が要

請された。観光振興については、都道府県内観光の振興から取り組むこととし（6 月 18 日までの 3 週間程度を

想定）、その状況を踏まえつつ、都道府県外からの人の呼び込みを実施すること（6月 19 日以降の段階からを想

定）が示された19。 

 そのような状況にあって、星野リゾートはウィズコロナ期における旅行のあり方として、「マイクロツーリズ

ム」を提唱し、感染拡大を防止しながら地域経済を両立する観光を推進した20。マイクロツーリズムは、自宅か

ら 1〜2 時間圏内の地元や近隣の地域で、3 密を避けながら安心安全に過ごし、地域の魅力を再発見しながら、

地域経済にも貢献する旅行である。それに伴って、自治体では地域内での観光需要の喚起のために県民限定の割

引キャンペーンなどが開始された。6 月 19 日には都道府県を跨ぐ移動自粛要請も全面解除され、各地で都道府

県を跨ぐ観光客の受け入れが促進された。 

 
18 日本経済新聞（2020.4.22）「福井・芦原の温泉旅館「持ち帰り」  料理と地酒に温泉水」

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO58350680S0A420C2LB0000/ 
19 内閣官房（2020.5.25）「移行期間における都道府県の対応について」

https://corona.go.jp/news/pdf/ikoukikan_taiou_0525.pdf 
20 星野リゾート「星野リゾートの「マイクロツーリズム」ご近所旅行のススメ」

https://www.hoshinoresorts.com/sp/microtourism/ 
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 その後、6月下旬から新規感染者数が再び増加し始め、7月から 8月にかけて全国的に感染拡大の傾向が顕著

となった（第 2 波）。第 1 波よりも感染拡大のペースが速く、8 月上旬には 1 日あたり約 1500 人以上の新規感

染者数が確認されている。一方、政府は 7 月 22 日から新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、

観光・運輸業、飲食業、イベント・エンターテインメント事業等に対する支援として需要喚起キャンペーン「Go 

To キャンペーン事業」のひとつである「Go To トラベル事業」を開始した21。 

 Go To トラベル事業は、給付金による多種多様な旅行・宿泊商品の割引と、旅行先の土産物店、飲食店、観光

施設、交通機関などで幅広く利用できる地域共通クーポンの発行により、感染拡大により失われた観光客の流れ

を取り戻し、観光地全体の消費を促すことで、地域経済に波及効果をもたらすことを目的としたものである22。

具体的には、キャンペーン期間中23に実施される国内旅行を対象に、Go To トラベル事業に参画する事業者とし

て指定を受けた事業者24から給付金の給付対象となる商品25を購入した場合、宿泊旅行は 1 人 1 泊あたり 2 万

円、日帰り旅行は 1 人あたり 1万円を上限に、旅行代金の 35%が国から支援され、10月 1 日以降は宿泊・日帰

り旅行代金の 15%相当分の旅行先で使える地域共通クーポンが付与された26。 

 

2）Go To トラベル事業の効果 

 Go To トラベル事業の利用人泊数の累計は、7 月 31 日時点で約 214 万人泊、8 月 31 日時点で約 1,563 万人

泊、9 月 30 日時点で 2,981 万人泊であった。10 月 1 日に東京都を発着する旅行が事業に追加されると、10 月

末には約 5,186 万人泊、11 月末には約 7,752 万人泊と利用人泊数が大幅に増加した。しかし、11 月以降に新規

感染者数が再び増加したことから、11 月 24 日に感染拡大が顕著な札幌市と大阪市を目的地とする旅行への Go 

To トラベル事業の適用が一時停止され、札幌市または大阪市の居住者には Go To トラベル事業を利用した旅行

の自粛が呼び掛けられた。12 月 3 日には特に重症化リスクのある高齢者や基礎疾患保有者を対象に、東京都を

目的地とする旅行と東京都の居住者による Go To トラベル事業を利用した旅行の自粛が呼び掛けられた。12月

 
21 ただし、新規感染者数の多い東京都を目的地とする旅行と東京都の居住者による旅行は Go To トラベル事業の対象から

除外され、10 月 1 日に除外が解除された。なお、Go To トラベル事業の開始日を政府が発表した 10 日から、東京都の事業

除外を発表した 17 日までの間に申し込まれた予約についてはキャンセル料を収受しないよう旅行会社や宿泊施設に要請さ

れ、キャンセルで生じた旅行会社や宿泊施設の実損分も Go To トラベル事業の予算で補填された。  
22 観光庁（2020.11.16）「サービス産業消費喚起事業(Go To トラベル事業) 旅行会社・OTA 等旅行事業者・宿泊事業者向

け  取扱要領」  
23 当初は 2020 年 7 月 22 日から 2021 年 1 月 31 日で予定されていたが、12 月 28 日以降は一時停止となっており、終了日

は未定である。  
24 給付対象となる商品を販売する事業者は以下のいずれかの者とされている。①旅行業者等（第 1 種旅行業、第 2 種旅行

業、第 3 種旅行業、地域限定旅行業、旅行業者代  理業、観光圏内限定旅行業者代理業、住宅宿泊仲介業の登録等をしてい

る者)、②予約・宿泊の記録を独立した第三者機関に保管することができる仕組みを有し、当該記録を宿泊の事実を裏付ける

ものとして事務局に提出することができる宿泊施設（旅館業法に規定される旅館業（下宿営業を除く）、住宅宿泊事業法の

届出に係る住宅、国家戦略特別区域法の認定を受けた事業を営む施設）。  
25 Go To トラベル事業の給付対象となる商品は以下のとおりとされている。①旅館業法に規定される旅館業（下宿営業を除

く）、住宅宿泊事業法の届出に係る住宅、国家戦略特別区域法の認定を受けた事業を営む施設で提供される宿泊サービス

（デイユース、風俗関連特殊営業を伴う商品を除く）、②宿泊を伴う旅行商品（宿泊に準ずる寝台列車、クルーズ船、夜行

フェリーの商品も対象）、③同日中に発地に戻ることが予定されている運送サービスを含み、旅行先での「運送サービスを

提供する者」以外の者が提供する運送・宿泊以外の旅行サービス等（食事や観光体験など）を含む日帰り旅行商品。  
26 観光庁（2020.11.12）「Go To トラベル事業の概要」https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001358665.pdf 
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15 日から名古屋市、12月 16 日には広島市、12月 18 日には東京都を目的地とする旅行への Go To トラベル事

業の適用が一時停止され、居住者には Go To トラベル事業を利用した旅行の自粛が呼び掛けられた。そして、

12月 28 日から 2021年 1月 11 日にかけては全国一斉で Go To トラベル事業が一時停止となった。 

 Go To トラベル事業の消費喚起効果は以下のように試算される。観光庁の「Go To トラベル事業の利用実績」

によれば、事業が開始された 7 月 22 日から 12 月 28 日までの利用実績は約 8,781 万人泊27、1 人１泊あたりの

旅行代金は約 1 億 3,282 万円で、その金額を掛け合わせると旅行代金ベースで約 1 兆 1,662 億円となる。さら

に、旅行支出には旅行参加費、交通費、宿泊費以外にも飲食費、買物代、娯楽等サービス費などがある。観光庁

の「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究」に基づいて算出すると、観光・レクリエーションを目的とし

た旅行支出に占める飲食費、買物代、娯楽等サービス費・その他への支出割合は約 46.7%となる28。それを加味

すると Go To トラベル事業の消費喚起効果は約 1兆 9,485億円となる。 

 緊急事態宣言解除後の日本人延べ宿泊者数は、6月は前年同月比-61.2%の 1,406万人泊、7月は同比-47.9%の

2,135 万人泊と回復傾向にあった。8 月は感染が再拡大したことから同比-51.8%の 2,593 万人泊であったが、9

月以降は Go To トラベル事業の効果が顕著に現れ、同比-36.2%の 2,584万人泊、10月には同比-19.2%の 3,215

万人泊、11月には同比-16.1%の 3,407万人泊の水準にまで回復した。しかし、12月には感染が再拡大したこと

から、同比-27.9%の 2,736万人泊となった。客室稼働率については、6月の前年同月差-37.8％の 22.8%から徐々

に回復し、11 月には同差-19.4%の 46.2%と 3 月以降で最も高い値となった。11 月のタイプ別の宿泊稼働率は、

旅館は同差-2.6%の 39.3%、リゾートホテルは同差-10.0%の 47.5%、ビジネスホテルは同差-24.9%の 55.0%、シ

ティホテルは同差-33.0%の 49.5%、簡易宿所は同差-17.3%の 17.0%であり、宿泊施設のタイプによって Go To 

トラベル事業の効果が異なった。 

 

図 1 延べ宿泊者数の推移 

 
出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」  

 

 
27 観光庁（2021.2.10）「Go To トラベル事業における利用実績の推計」

https://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000499.html 
28 観光庁（2020）「旅行・観光産業の経済効果  に関する調査研究」 
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図 2 延べ宿泊者数前年同月比の推移 

 

出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

図 3 施設タイプ別の客室稼働率の変化 

 

 
出典）観光庁「宿泊旅行統計調査」 

 

 2020 年の宿泊業の倒産は 118 件で、COVID-19 を要因とした倒産は 55 件と全業種の中で最も高い結果とな

った。原因別では、「販売不振」が 79 件で最も多く、「既往のシワ寄せ（赤字累積）」が 22 件と続いた。また、

「不況型倒産」（既往のシワ寄せ＋販売不振＋売掛金等回収難）が 101件で 9割を占めたことから、東京商工リ

サーチは、「団体旅行を含む国内旅行者の減少により業績が低迷していた宿泊業者がインバウンド需要による業

績回復に期待を寄せていたが、コロナ禍で需要が消失したため、先行きの見通しが立たず事業継続を断念した29」

と分析をしている。 

 
29 東京商工リサーチ（2021.1.12）「「宿泊業の倒産動向」調査 2020 年（1-12 月）」https://www.tsr-
net.co.jp/news/analysis/20210112_01.html 
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3) Go To トラベル事業による宿泊業の混乱 

 Go To トラベル事業に関しては制度設計上の様々な問題点が指摘されてきた。ここでは、宿泊業に混乱をもた

らした①場当たり的な対応、②相次ぐ見直しによる制度の複雑化、③恩恵の偏在について述べる。 

 まず、場当たり的な対応については、事業開始以前から宿泊業に大きな混乱をもたらした。そもそも Go To ト

ラベル事業は 8 月上旬の開始が予定されていたが、当初の予定を大幅に前倒して 7 月 22 日に開始することが 7

月 10 日に発表された。前倒しで事業を開始した理由については、国民の旅行への潜在的需要が高まっていたこ

と、観光関連業界や地域の関係者から繁忙期である夏季休暇を支援の対象とする要望があったとされている。し

かし、開始直前まで事業者向けの説明会も開催されない、各説明会においても質疑応答時に事務局が質問に正確

に回答できない、コールセンターにも電話がつながらないといった状況が続いた。Go To トラベル事業関連の事

務手続きの煩雑さだけでなく、人員確保やオペレーションの見直しに追われ、ほとんどの事業者が割引販売の準

備が間に合わず宿泊後の割引分還付と同時並行で進めることとなった。さらに、事業開始直前に東京都を目的地

とする旅行と東京都の居住者による旅行を Go To トラベル事業の対象から除外され、事業者は相次ぐキャンセ

ルの対応にも追われ、現場は混乱を極めた。事業開始後における特定地域を目的地とする旅行とその居住者によ

る旅行の事業対象除外についても場当たり的な対応であると批判されており、全国一斉での Go To トラベル事

業の一時停止措置もそうした場当たり的な対応の限界と判断されたためと指摘されている30。 

 次に、相次ぐ見直しによる制度の複雑化については、Go To トラベル事業の支援対象とする商品の基準が問題

となった。事業開始以降、旅行商品の販売実績や内容の実情も明らかになっていく中で、一部の参加事業者にお

いて事業の本来の趣旨にそぐわない商品が販売されていることが確認された。ビジネス出張を目的とする旅行商

品、自動車運転免許講習等と宿泊等がセットになった合宿免許商品、英会話やヨガなどの講習付き宿泊プラン、

接待等を伴うコンパニオンサービスを含む旅行商品、宿泊代金と比して極めて高額なホテルクレジット付き宿泊

プラン、旅行期間外に配達されるおせち等の商品・サービスを含む旅行商品、などが対象商品から除外された31。

ビジネス出張を目的とする旅行商品の利用制限は複雑で、企業が旅行者の旅行・宿泊費用を負担しているか否か

は、予約時や宿泊施設等における現場での確認では識別が難しいため、予約時や宿泊施設におけるチェックイン

の際などに、宿泊施設等において確認する必要はないとしている。ただし、旅行者より領収証等に会社名を記載

するように求められる場合については領収書等の発行を拒否するか、割引前の宿泊代金の支払いをもって領収書

等を発行するとともに未使用の地域共通クーポンの返却を求め、返却が困難な場合には事務局から地域共通クー

ポンと同額の請求があることを宿泊者に伝えるよう指示されている。一方、教育旅行を支援対象であることから、

教育旅行において領収証等に学校法人名を記載することは問題ないとされている。このような状況にあって、Go 

To トラベル事務局は、①観光を主たる目的としていること、②感染拡大防止の観点から問題がないこと、③旅

 
30 毎日新聞（2020.12.15）「ＧｏＴｏ全国停止 政権批判に追い込まれ 場当たり的対応、限界」 
31 ただし、支援対象外の部分と旅行代金（宿泊・交通費）を明確に区分して販売される場合には当該旅行代金のみ支援対象

とされた。  
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行商品に含まれる商品やサービスの価額が通常の宿泊料金の水準を超えないこと、④旅行者自身が旅行期間中に

購入又は利用するものであることを Go To トラベル事業の支援対象とする旅行商品の基準とした32。しかし、個

別具体に給付の対象外となるか否かは社会通念上の観点も含めて総合的に判断するとしており、相次ぐ見直しに

よって制度が複雑化していった。 

 最後に、恩恵の偏在については、とりわけ中小宿泊事業者への配慮の欠如が問題となった。宿泊事業者が給付

対象となる宿泊商品を消費者に直接販売するためには、予約・宿泊の記録を独立した第三者機関に保管すること

かができる仕組みを有し、当該記録を宿泊の事実を裏付けるものとして事務局に提出する必要がある。登録の事

務手続き、直販の場合の予約・宿泊記録の第三者機関への提供、チェックイン時の説明や手続き、月次報告は煩

雑で人員に限りのある中小宿泊業者にとって大きな負担となる。直販で 10~15%とされる旅行業者や宿泊予約サ

イトへの手数料を削減できる機会も、第三者機関に支払う手数料（1.5%）でその効果が相殺され、これに要する

時間とコストをかけられる事業者は比較的大手に限られる33。さらに、Go To トラベル事務局から給付金相当分

が支払われるまで割引分を負担しなければならず、そうでなくても厳しい中小宿泊事業者の資金繰りを圧迫し

た。また、Go To トラベル事業は上限はあるものの旅行代金の 35%までを支援するという方式であるため、最

大限の支援を受けたいという消費者が多くなり、結果的に高価格帯の旅館やリゾートホテルに需要が集中し、宿

泊特化型ホテルやゲストハウスをはじめ低価格帯の宿泊施設が恩恵を享受できないことが問題視された。デロイ

トトーマツファイナンシャルアドバイザリーによれば、7月 22 日から 8月末までの Go To トラベルの利用泊数

を稼働率に換算すると、単価が 3万円以上の高級宿泊施設が約 46.3％なのに対し、3万円未満の施設は約 14.6％

と高級施設の方が 3.2倍の恩恵を受けたと推定される34。しかし、観光庁によれば、Go To トラベル事業におけ

る 7〜10月の宿泊商品の利用別価格帯分布では、5,000円以上 10,000円未満の利用者が最も多い 41.1%を占め、

次いで 5,000円未満の利用者が 25.8%と多く、比較的低価格帯の利用が中心であった35。一方、20,000円以上は

11.4%で、30,000 円以上は 4%に過ぎないが、日本の宿泊業界の全客室数に占める 30,000 円以上の客室数は約

1.2％程度である36。このように、統計上でも異なる解釈がなされているが、Go To トラベル事業の恩恵の偏在に

ついて現場から批判があり、中小宿泊事業者による登録解除の動きがあるのもまた事実である。 

 

5. おわりに 

 本稿では、COVID-19 の感染状況と国や自治体による感染症対策や経済対策の影響による宿泊業の動向につい

て分析した。これまで堅調に増加していたインバウンド需要は COVID-19 の感染拡大によりほぼ消滅し、ゲス

 
32 Go To トラベル事務局「サービス産業消費喚起事業（Go To トラベル事業）旅行会社・OTA 等旅行事業者・宿泊事業者

向け  取扱要領」  
33 現代ビジネス（2020.8.31）「批判殺到の「Go To トラベル」キャンペーン、どう進めれば成功したのか？」

https://gendai.ismedia.jp/articles/-/75254?page=2 
34 時事通信社（2020.12.28）「高級宿、Go To 効果 3 倍 恩恵に偏り―民間調査」

https://www.jiji.com/jc/article?k=2020122800589&g=eco 
35 観光庁（2021.2.10）「Go To トラベル事業における利用価格帯別分布（7~10 月 /宿泊旅行）」

https://www.mlit.go.jp/kankocho/news06_000499.html 
36 メトロエンジン株式会社の Hotel Bank のデータによる 
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トハウスをはじめインバウンドに依存していた宿泊施設に深刻な影響をもたらした。一方、日本人宿泊需要は基

本的には新規感染者数に応じて増減し、大まかな動向として緊急事態宣言の発令によって壊滅的な状況となり、

その後は Go To トラベル事業によって限定的であるが回復した。宿泊事業者を対象に政府は様々な特別支援措

置を講じ、金融機関も特別貸付を実施したが、廃業・倒産に至った宿泊事業者は決して少なくない。一方で、マ

イクロツーリズムの推進をはじめ高単価の実現に向けた改装やプライベート重視の宿泊サービスの展開など攻

めの経営もみられた。また、旅行需要喚起策として政府主導で実施された Go To トラベルについても宿泊需要

の回復という効果があった反面、場当たり的な対応、相次ぐ見直しによる制度の複雑化、恩恵の偏在といった問

題があった。このように、コロナ禍において感染拡大と緊急経済対策に翻弄された宿泊業の動向を明らかにする

ことができた。しかし、宿泊事業者がこの危機的状況から脱却するための示唆を得ることができなかった。コロ

ナ禍における攻めの経営の個別事例を分析し、with コロナ・after コロナの宿泊経営のあり方を検討すること

が今後の課題である。 
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【Abstract】 

This paper analyzes the infection status of COVID-19 and trends in the accommodation industry due to 

the effects of infectious disease control and economic measures by the national and local governments. 

Inbound demands, which had been steadily increasing until 2019, has almost disappeared due to the spread 
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of COVID-19 infection, and had a serious impact on guest houses and other accommodation facilities that 

depended on inbounds. On the other hand, Japanese accommodation demand basically fluctuates according 

to the number of newly infected people, and as a rough trend, it became a catastrophic situation due to the 

issuance of the state of emergency. The government has taken various special measures for lodging 

businesses, and financial institutions have also provided special loans, but many lodging businesses have 

gone out of business or went bankrupt. On the other hand, aggressive management such as promotion of 

micro-tourism, renovation to realize high unit price, and development of accommodation service focusing on 

private life were also seen. In addition, while Go-To Travel had the effect of recovering demands, there were 

problems such as ad hoc measures, complicated systems due to successive reviews, and uneven distribution 

of benefits. In this way, this paper clarified the trends in the accommodation industry at the mercy of the 

spread of infection and emergency economic measures in COVID-19. However, the lodging business could 

not get any suggestions to get out of this crisis. It is a future task to analyze individual cases of aggressive 

management in the corona wreck and examine the ideal way of accommodation management with and after 

COVID-19. 
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一般財団法人 京都大学名誉教授

森下正明研究記念財団

紀要「森下財団紀要」

－投稿規程－

制定 ２０１５年 ８月 １６日

改訂 ２０１９年 ４月  １日

１．掲載原稿の原則

（１）掲載原稿は、依頼原稿と投稿原稿に分けられ

る。

（２）投稿原稿のカテゴリーは、原則として「論文」

「論説」「研究ノート」｢調査報告｣「講演記録」「そ

の他」とし、依頼原稿においては、編集委員会にお

いて適当なカテゴリー設定をできる。また、投稿原

稿については、上記のカテゴリーでは適応できない

と判断できるものについては、執筆者と編集委員会

において適切なカテゴリーの設定をできる。

（３）掲載原稿は、日本語、又は英語によるものとす

る。但し、事前に編集委員会が認めたものはこの限

りではない。

（４）依頼原稿は、編集委員会における編集方針のも

と編集局より依頼する。

（５）投稿原稿「論文」については、査読に付す。「論

文」以外のカテゴリーの投稿原稿については、編集

委員会が必要と認める場合は査読に付す。

（６）執筆要領については別途定める。

（７）原稿の掲載について判断は編集委員会で行う。

（８）掲載原稿は、電子化・公開する。

（９）事務局が特約を締結した場合を除いて、掲載原

稿の著作権は京都大学名誉教授森下正明研究記念

財団に帰属する。但し、執筆者自身は、当該原稿に

ついて自由に利用できる。なお、その場合、利用箇

所、掲載誌、発行年月等を速やかに事務局に報告し

なければならない。

２．投稿の条件

（１）原稿は未発表のものに限る。但し、既掲載であ

っても編集委員会もそれを認め、現掲載箇所を示し

た場合はその限りではない。

（２）投稿原稿は、京都大学名誉教授森下正明研究記

念財団の構成員又はその指導する大学院生若しく

は大学院修了者、及び財団理事の推薦のある者によ

るものとする。共著の場合は、筆頭著者が当該要件

を満たす必要がある。

（３）京都大学名誉教授森下正明研究記念財団の構成

員の指導する大学院生又は大学院修了者が投稿す

る場合、京都大学名誉教授森下正明研究記念財団の

構成員たる指導教員の承認を得なければならない。

当該指導教員は、その承認を与えるに当たり、本紀

要の掲載に耐えられる内容であることを確認しな

ければならない。

３．投稿原稿の内容

 当面、観光に関する研究とする。ただし、編集委員

会が認めた場合はこの限りでない。

４．投稿原稿の採否

投稿原稿は、編集委員会が必要と認める場合は査

読に付す。査読実施の要領については以下に示す通り

である。

（１）査読は、２名で行う。査読者は編集委員会にお

ける協議の上、編集局より依頼する。なお、査読者

のうち最低１名は京都大学名誉教授森下正明研究

記念財団の構成員とし、京都大学名誉教授森下正明
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研究記念財団の構成員以外のものに査読を依頼す

る場合は、編集委員会は京都大学名誉教授森下正明

研究記念財団の趣旨及び査読要領を了解できる者

を選任することとし、編集局は査読者に対してその

旨周知する。 

（２）査読者は、次の点に留意して査読をする。 

 １）原稿条件に合致しているかどうか 

 ２）誤字、脱字がないかどうか 

３）他の文献等からの無断引用、剽窃、出典の不記

載など著作権をしていないかどうか 

 ４）執筆要領に反していないかどうか 

５）著しく論理性を欠くなど掲載に耐えられないも

のでないかどうか 

６）査読者との見解の相違や新規性のある着眼点で

あったり、提言、発想等であることにより成熟性

が欠けることを理由に、当該原稿を否定したり、

新たな展開の可能性の芽を摘んでいないかどう

か 

（３）査読者は、投稿原稿につき、「掲載」、「修正後掲

載」、「改稿後掲載」、「不掲載」の判断を編集局に通

知する。また、査読者は「修正後掲載」の場合その

箇所を、「改稿後掲載」の場合はその理由及び改稿の

ための指針、「不掲載」の場合はその理由を付して通

知しなければならない。編集局はその結果を執筆者

に通知する。なお、「掲載」はそのまま掲載を可能し、

「修正後掲載」は、修正個所が修正されているかを

編集局で確認の上掲載する。この場合この時点で

「掲載」と判断されてものとする。また、「改稿後掲

載」については再度査読に付す。 

（４）２名の査読者のうち１名が「掲載」と判断した

場合は、掲載を認めるものとする。但し、執筆者に

おいては、他の判断の理由を考慮してその範囲にお

いて一部改変することを可能とする。 

（５）上記にかかわらず「掲載」が認められない場合

は、執筆者は編集委員会に異議申し立てをすること

ができる。但し、京都大学名誉教授森下正明研究記

念財団の構成員の指導する大学院生又は大学院修

了者が異議申し立てをする場合、京都大学名誉教授

森下正明研究記念財団の構成員たる指導教員の承

認を得なければならない。 

（６）前項の場合、編集委員会は、査読者及び執筆者

の主張を考慮して、掲載についての判断を行う。 

 

５．投稿手続き 

投稿者は、Microsoft Word（97より新しいバージ

ョン）、及びPDF形式の電子データを本財団編集委

員会宛に提出する。 

 

６．経費負担 

 当面、投稿料は徴収しない。ただし、図版の作成し

直しや特殊な印刷を必要とする場合、著者に実費を請

求する。 

 

７．校正 

 著者校正を原則とする。必要に応じて編集委員会が

校正を行う場合がある。 

 

８．抜刷 

 抜刷については、希望者は実費にて購入できるもの

とする。 
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紀要「森下財団紀要」 

－執筆要領－ 

制定 ２０１５年８月１６日 

 

１．原稿の構成と書式 

 投稿する原稿の執筆に当たっては、原則として

Microsoft Word（97より新しいバージョン）を用いて

作成すること。 

また、原稿は A4 用紙を用い、表紙・本文・注・参

考文献・図表・要旨で構成する。各構成要素の書式は

以下のとおりである。 

（１）表紙：表題・著者名・所属（原則1つ。ただし

編集委員会が認めた場合はこの限りでない）・キーワー

ド（5つ以内。ただし論文、論説、研究ノートに限る）

を日本語と英語で記載する。書評については、キーワ

ードのかわりに対象論文、書籍の書誌情報を原著の言

語で記載すること。また、投稿原稿の種別についても

明記すること。 

（２）本文：日本語の場合、横書きで1頁あたり40行

×40字で作成する。外国語の場合はこれに準じた分量

で印刷すること。 

（３）注：番号順に掲載し、本文中の該当箇所に番号

を付すこと。使用しない場合は省略することができる。 

（４）参考文献：書籍の場合は「著者名・書名・出版

社名・発行年」、論文の場合は「著者名・論文名・雑誌

名・巻号・頁・発行年」に関する情報を必ず記載し、

アルファベット順に並べて掲載すること。ただし、文

献の挙示は著者の採用する方式に準拠するものとする。

使用しない場合は省略することができる。 

（５）図表：本文中に出てくる順に、注とは別に番号

を付与し、本文中の該当箇所にあらかじめ表示するか、

該当箇所を指示すること。ただし、図と表の両方を使

用する場合は、それぞれで番号を別に付与すること。

使用しない場合は省略することができる。 

（６）要旨：日本語の場合は400字以内、英語の場合

はこれに準じた分量とする。なお、論文・論説に限り

日本語と英語の両方の要旨を記載するものとする。ま

た、英語での論文・論説については投稿者の了承を得

て、編集委員会にて邦訳する。 

 

２．原稿の分量 

 刷り上がり頁数で、12頁を上限頁とする。この長さ

を超えるものでも、編集委員会が必要と認めた場合は、

掲載することがある。 
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［通信欄］ 
 
一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究

記念財団の紀要『森下財団紀要』は、このたび第

6 号を発行することができました。継続した発行

ができましたことに、ご尽力いただいた皆様に編

集委員を代表して御礼申し上げます。 
今号では、査読対象の論文 3 本と論説 3 本を掲

載できました。これからも、より多くの掲載を期

待します。なお、論文、論説、研究ノートになじ

まない原稿はそれ以外のカテゴリーでの掲載も

可能ですのでご相談いただければ幸いです。 
本号の発行も財団代表理事である丸山政行氏

と編集委員、編集局として活躍していただいた大

島知典氏に負うところが大きく、深く感謝いたし

ます。また、査読等で本号の完成にご協力いただ

きました皆様には、この場を借りて御礼申し上げ

ます。 
本財団は、Euro-Asia Tourism Studies 

Association（ETASA）や旅行ビジネス研究学会

と緊密な関係をもち、これらの学会から得られ

た成果も本紀要に掲載していきます。次号以降

も、皆さまの積極的な投稿を期待しておりま

す。（編集委員長 廣岡裕一） 
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